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序     文 
 

国連エイズ合同計画（UNAIDS）によると、ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）はアフリカ

のなかでもHIV高感染率国の一つとされ、2006年現在、ケニアの成人HIV感染率は5.1％、感染者数

は130万人以上と推定されています。HIV感染率は2001年末から減少傾向にはあるものの、依然とし

てHIVが同国の社会経済に与える影響は深刻となっています。 

かかる状況を改善すべく、ケニア政府はケニア国家エイズ戦略計画（2005/6-2009/10）を策定し、

①HIV新規感染の予防、②HIV感染者の生活の改善（ケア・治療）、③HIV/エイズの社会経済に対す

る影響の軽減を優先課題とし、開発パートナーと協調しながら、対策に取り組んでいます。 

本プロジェクトは、上記戦略計画のうち、①HIV新規感染の予防、中でも予防および治療・ケアへ

のエントリーポイントとなるHIV検査・カウンセリングの促進を行うべく、ケニア公衆衛生省の国家

エイズ・性感染症プログラムを実施機関とし、2006年７月に３年間のプロジェクトとして開始されま

した。 

独立行政法人国際協力機構は、同プロジェクトの終了にあたり、これまでの成果達成状況を確認す

るとともに、残存期間およびプロジェクト終了後に向けた提言や他案件への教訓を導き出すことを

目的とし、終了時評価調査を実施し、その結果を報告書として取りまとめました。 

終わりに、本調査の実施にあたりご協力いただきました関係者の皆様に感謝を申し上げるととも

に、一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成21年５月 

 

独立行政法人国際協力機構 

ケニア事務所長 高橋 嘉行 
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ナイロビ：プロジェクト実施機関  

公衆衛生省エイズ・性感染症プログラム





 

略 語 一 覧 

略称 英語名称 日本語名称 

AIDS Acquired Immune Deficiency Syndrome  後天性免疫不全症候群 

APHIA AIDS, Population and Health Integrated Assistance - 

BBC - 

WST 
British Broadcasting Corporation World Service Trust - 

BCC Behavior Change Communication 
行動変容のためのコミュニケ

ーション 

CDC Centers for Disease Control and Prevention 米国疾病予防管理センター 

C/P Counterpart カウンターパート 

DASCO District HIV/AIDS & STI Co-ordinator 
県エイズ性感染症コーディネ

ーター 

DHR/IO District Health Record Information Officer 県情報担当官 

DRH Division of Reproductive Health リプロダクティブヘルス課 

FHI Family Health International - 

GFTAM Global Fund to Fight AIDS, Tuberculosis and Malaria 
世界エイズ・結核・マラリア

対策基金 

GOK Government of Kenya ケニア政府 

HIV Human Immunodeficiency Virus ヒト免疫不全ウィルス 

HMIS Health Management Information System 保健情報システム 

HTC HIV Testing and Counseling HIV検査・カウンセリング 

ICC Inter Agency Co-ordination Committee 機関調整委員会 

IEC Information, Education and Communication 
情報・教育・コミュニケーシ

ョン 

ICASA 
International Conference on AIDS and Sexually  

Transmitted Infection in Africa 

アフリカ地域エイズ・性感染症

国際会議 

IP-ERS 
Investment Programme of the Economic Recovery  

Strategy 
経済再生戦略 

JCC Joint Co-ordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteers 青年海外協力隊 

KNASP Kenya National HIV/AIDS Strategic Plan ケニア国家エイズ戦略計画 

MCGs Monitoring and Coordination Groups（NACC） - 

M & E Monitoring and Evaluation モニタリング・評価 

M/M Minutes of Meetings 協議議事録（ミニッツ） 

MOH Ministry of Health 保健省 



 

NACC National AIDS Control Council 国家エイズ対策協議会 

NASCOP National AIDS & STI Control Programme 
国家エイズ・性感染症対策プ

ログラム 

NGO Non Governmental Organization 非営利組織 

NHSSP National Health Sector Strategic Plan of Kenya 国家保健セクター戦略計画 

NQAT National Quality Assurance Team 国家品質保証チーム 

PASCO Provincial AIDS & STI Co-ordinator 
州エイズ性感染症コーディネ

ーター 

PCM Project Cycle Management 
プロジェクト・サイクル・マ

ネジメント 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マト

リックス 

PITC Provider Initiated Testing and Counseling 
保健医療従事者側から勧める

検査およびカウンセリング 

PMTCT Prevention of Mother to Child Transmission 母子感染予防 

PO Plan of Operations 実施計画 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

SPEAK 
Technical Cooperation Project on Strengthening  

People Empowerment Against HIV/AIDS in Kenya 
- 

STI Sexually Transmitted Infection 性感染症 

TAP Technical Advisory Panel 技術諮問委員会 

TWG Technical Working Group 
テクニカルワーキンググルー

プ 

UNAIDS The Joint United Nations Programme on HIV/AIDS 国連エイズ合同計画 

USAID United States Agency for International Development 米国国際開発庁 

VCT Voluntary Counseling and Testing 自発的カウンセリング・検査 

WHO World Health Organization 世界保健機関 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ケニア 案件名：エイズ対策強化プロジェクト（SPEAK） 

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：ケニア事務所 協力金額（終了時評価時点）：267,042千円 

先方関係機関： ケニア公衆衛生省*エイズ・性感染症対策プログ

ラム（NASCOP）、州および県レベルのエイズ性感染症コーディ

ネーター 

協力期間(R/D)：2006年７

月１日～2009年６月30日 

日本側協力機関： なし 

１－１ 協力の背景と概要 

国連エイズ合同計画（The Joint United Nations Programme on HIV/AIDS：UNAIDS）によると、

ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）はアフリカのなかでもHIV高感染率国の一つとされてい

る。2006年現在、ケニアの成人HIV感染率は5.1％、感染者数は130万人以上と推定されている。

HIV感染率は2001年末から減少傾向にあるが、依然として高い感染率にある。 

 現在、ケニアではHIV/エイズに関する情報は流通しているものの、HIVの新規感染を抑制する

ためにはHIV/エイズの正しい知識を普及させるだけでは不十分であり、より多くの人々がHIV検

査・カウンセリング（HIV Testing and Counseling：HTC）を受診し、ステータスを知ることが予

防のみならず適切な治療のための第一歩となるとされている。これに対し、ケニア政府は2010年

までに80％の住民が自身のステータスを知るようになることを目標とし、様々な取り組みを行っ

ている。 

 このような状況に対し、JICAはHIV新規感染予防のエントリーポイントとしてのHIV検査・カウ

ンセリングを促進をすべく、保健省NASCOP（National AIDS & STI Control Programme：国家エイ

ズ・性感染症対策プログラム）を実施機関とした「エイズ対策強化プロジェクト」を３年間の技

術協力プロジェクトとして実施中である。 

 

１－２ 協力内容  

（１）上位目標 

 HIV検査の促進を通じて、HIV感染リスクに対する人々の行動が変容する。 

 

（２）プロジェクト目標 

 15～24歳の若者のHIV検査数が増加する。 

 

（３）成果 

１）HIV検査に係るモニタリングおよび評価（Monitoring and Evaluation：M&E）体制が強化

される。 

２）中央レベルでのHTC促進に係る調査検討および政策策定能力が強化される。 

３）若者を対象としたHIV/エイズの正しい知識と検査の受診が促進される。 

４）HIV検査サイトにおいて、良質のHIV検査サービスが提供される。 

                             
* 2007年の大統領選挙および連立政権の樹立を受けて、2008年４月に保健省は「公衆衛生省」と「医療サービス省」に分割され

た。エイズ・性感染症対策プログラム（NASCOP）も２つに分割し、主に予防領域を公衆衛生省が、治療・ケアを医療サービ

ス省が管轄することになった。本プロジェクトについては、2009年２月に、正式に公衆衛生省が管轄となった。 
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（４）投入（終了時評価時点） 

１）日本側 

専門家派遣 長期２名（56人月） 

      短期１名（１人月） 

      機材供与 18,980千円 

      ローカルコスト負担 90,404千円 

      その他（ラジオ番組制作契約） 54,975千円 

２）ケニア側 

カウンターパート配置 

NASCOP  41名、および州・県レベルのエイズ性感染症コーディネーター 

機材購入 N/A 

ローカルコスト負担（2009年６月までの計画額含む） 39,126千円 

土地・施設提供 

２．評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名 職位） 

総 括 高橋 嘉行 JICAケニア事務所 所長 

保健行政 瀧澤 郁雄 JICAアフリカ地域支援事務所 広域企画調査員（保健医療）

評価企画 瀧本 康平 JICAケニア事務所 所員（保健医療担当） 

評価分析 喜多 桂子 グローバルリンクマネージメント㈱ シニアコンサルタント 

調査期間  2009年２月28日～３月15日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認  

（１）プロジェクト目標の達成状況 

 ケニアにおいてVCT（Voluntary Counseling and Testing：自発的カウンセリング・検査）を受

けた国民の数は、2005年以降増加し続けていることから、プロジェクトは、プロジェクト目

標〔指標：ケニア国民（特に15～24歳の若者）のHIV検査数が年間10％増加する〕の達成に

向け、他援助機関との協力のもとで徐々に、しかし確実に〔ケニア国家エイズ戦略計画（Kenya 

National HIV/AIDS Strategic Plan：KNASP）で設定された国家ターゲットに合致している〕進

捗している。15～24歳の若者のVCT検査数に関して、プロジェクトが過去２年間に収集した

データをみると10％以上の増加率を記録しており、プロジェクト目標は現時点で達成してい

る。プロジェクトが収集した指標はHTCの一部であるVCTのみであるにもかかわらず、これ

だけの実績が上げられていることから、ケニアにおけるHTC総検査数についていえば、それ

以上の達成状況であるといえる。しかしながら、2010年までに国民の80％以上がHIVステー

タスを知るようになる、というケニア政府の国家目標の達成には至っていないことから、今

後に向けて更なる努力が望まれる。 

 検査件数（全人口） 増加率 検査件数(15-24歳) 

2005年 499,448 48％ （データ取得不可） 

2006年 734,414 16％ （データ取得不可） 

2007年 850,097 - 125,581 

2008年（第３四半期まで） 788,317 - 143,759 
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（２）成果の達成状況 

１）成果１：HIV検査に係るモニタリングおよび評価体制が強化される。 

 指標①「2009年６月までに、HIV検査サービス報告書提出率が90％以上になる」につい

ては、プロジェクト開始以降順調に増加し、2008年第１四半期に89.4％になったが、その

後、旧保健省の保健情報課が横断的に新たな報告用紙を全国導入したという外部要因のた

め、同年第４四半期には50％程度と下がることとなった。中間評価で追加された指標②

「2009年６月までにモニタリング県においてより多くの報告書が期限内に提出されるよう

になる」、指標③「2009年６月までに、モニタリング県においてより多くの適切な内容の報

告書が提出されるようになる」については、モニタリング県の設定およびベースライン調

査を実施したが、大統領選挙後の県の分割により混乱が生じ、実施体制が整わなかった。

指標④「2009年６月までに、国家データの要約版が配布されるようになる」についても、

同様に県の分割の混乱により、国家データにすべての県の情報が含めることができていない。

２）成果２：中央レベルでのHTC促進に係る調査検討および政策策定能力が強化される。 

 指標（「少なくとも１つの国家ガイドラインと２つの付随文書が作成される」）に照らし

合わせて、本成果は達成されたといってよい状況にある。プロジェクトは、ワーキンググ

ループのメンバーとして、他援助機関との協力のもとで国家HTCガイドラインと関連する

オペレーショナルマニュアルやトレーニングマニュアル等の付属文書の開発を行った。国

家HTCガイドラインについては10,000部が印刷され、現在普及のためのオリエンテーショ

ンパッケージを開発中である。なお、成果１の達成度が十分でないにもかかわらず本成果

がほぼ達成されているのは、本成果（ガイドライン等の策定）が大規模な人口調査、他援

助機関もしくはプロジェクトが実施したオペレーショナルリサーチ等の結果得られたデー

タに基づいて行われたことによる。 

３）成果３：若者を対象としたHIV/エイズの正しい知識と検査の受診が促進される。 

 本成果はNASCOPの通常業務であるが、NGOであるBBC-World Service Trust がメディア

活動（ラジオ番組の制作と報道）を実施している。中間評価時までは、メディアの目的と

その効果を測る方法に関して両者のコンセンサスが十分に確立されていなかったが、中間

評価において目的を関係者間で確認するとともに、指標を修正したことを受けて、両者の

パートナーシップは改善されている。その結果、本成果は指標（「ラジオ番組を契機とした

視聴者による若者間あるいは親・保護者とのディスカッション実施」「ラジオ番組の内容の

適切性」「ラジオ番組を視聴することによる新規感染予防のための行動変容の有無」）に照

らし合わせて順調に進捗している。メディア活動を通じて得られた主な結果と今後の活動

に向けての提案は、終了時評価時点で“Evaluation Narrative Report（ドラフト）”として取

りまとめられている。報告書によれば、視聴者はラジオ番組によってHIV感染の危険性を

認識しただけでなく、彼らがHIV感染のための検査を行うことにも直接的な影響を与えた

とのことであるが、ラジオ番組は都会の若者に対しては有効であった反面、遠隔地の若者

の検査促進には十分につながっていないとの指摘もある。 

４）成果４：HIV検査サイトにおいて、良質のHIV検査サービスが提供される。 

 本成果は次表のとおり、達成に向けて順調に進捗している。保健医療施設のサービス提

供者の能力向上に関しては、国家機関としてのNASCOPに専門家を配置し、当該機関への

直接的な支援を日常業務とするプロジェクトの性質上、本成果が対象とするフィールドで
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の支援として、サービスの質向上のための臨床検査技師を対象としたスーパーバイザーの

養成を中心に、選抜されたカウンセラーに対してVCTサービス上、新しい要請であるカッ

プルカウンセリング研修を実施した。また、質向上に係る取り組みの評価の一環として、

VCTセンターの出口調査の分析を実施した。 

 

指標 実績 

2009年６月までに、国家登録VCT

施設のうち、応募可能な施設の

40％が応募する。 

2009年６月までに、応募施設の

30％が認証を得る。 

 

 2006年 2007年 2008年 

申請 29.0％ 39.3％ 37.9％ 

認定 39.3％ 38.6％ 48.4％ 
 

選定VCTサイトで実施した利用

者満足調査（出口調査の質問第

24）において、「とても満足して

いる」あるいは「ほぼ満足してい

る」との回答率が増加する。 

・利用者満足度調査のためのデータ収集県が選定され、2009

年２月～３月に調査が実施された。調査に基づくベースライ

ンデータは近く入手可能の見込みである。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

上位目標およびプロジェクト目標は、ケニアのエイズ分野における政策である「国家保健

センター戦略計画：National Health Sector Strategic Plan of Kenya（NHSSP II）」（2005-2010）、

および日本側政策である「保健と開発」に関するイニシアティブとの整合性が認められる。

また、保健省が2008年７月に発表した「ケニアエイズ指標調査概要2007年版：Kenya AIDS

Indicator Survey：KAIS 2007」（Preliminary Report）によれば、15～24歳の若者の感染率は依

然として高いことから、プロジェクトは現地のニーズにも対応している。 

 

（２）有効性 

指標に照らし合わせると、プロジェクト目標は現時点において達成されている状況であり、

有効性は高いと判断される。成果の達成状況には差があるものの、ほとんどの成果はプロジ

ェクト目標達成のために貢献している。すべての成果が順調に達成に向けて進捗していると

いうわけではない状況において、既にプロジェクト目標が達成されているのは、プロジェク

ト目標がKNASPで示された共通の目標に沿ったものであることによるところが大きい。つま

り、プロジェクトは他援助機関と歩調を合わせることによってプロジェクト目標を達成した

といえる。 

 

（３）効率性 

プロジェクトの支援範囲および業務量に比較し、プロジェクトに派遣された日本人専門家

の数（長期専門家２名、短期専門家１名）は少なく、効率的ではあったが、業務負荷の面で

は課題が残った。他方、ケニア側カウンターパートによれば、専門家の数、配置のタイミン

グ、専門性は適切であったというのが関係者のほぼ一致した見解である。日本による機材供

与に関しては、品目や数量は適切であり、供与されたすべての機材は日常業務において十分

に活用されている。他方、プロジェクトオフィスの建設がプロジェクト開始から１年後にな

ってしまったことや車両調達後の実際の運用までに時間を要したことから、タイミングの適

切性は高くない。また、JICAケニア事務所との契約のもと、NGOであるBBC-World Service Trust
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に委託した行動変容のためのメディアキャンペーン活動については、定性的な指標は設定・

見直しされていたものの、定量的指標が設定されなかったことから終了時評価時点において

費用対効果を的確に判断することは困難である。今後、本プロジェクトの活動を通じて得ら

れた成果を活用することができれば、効率性の向上に貢献し得る可能性がある。 

 

（４）インパクト 

プロジェクトで設定されているインパクト（上位目標）の内容は、プロジェクトが単体で

達成できるものではないとの理由により定量的な指標は設定されなかったが、成果３のもと

で実施されたメディア活動を通じて得られた定性的な情報に基づけば、プロジェクトは上位

目標の達成に向けて順調に進捗していると判断できる。他方、上位目標に達成するまでには

さらに時間がかかるというのが関係者の共通した見解である。新規感染へのリスクにつなが

る行動の回避（上位目標）は、検査を受けることによってのみ達成されるものではないため、

HIV検査の促進（プロジェクト目標）は人々の行動変容に向けての一つの重要なステップで

ある。 

 

（５）自立発展性 

ケニア政府は今後とも援助機関による技術的・財政的支援を得て、HIV/エイズ対策を強化

していくというのが関係者の共通した見解である。財政面ではNASCOP／公衆衛生省は依然

として援助機関の支援に頼っているところが大きいものの、NASCOP／公衆衛生省は、活動

を継続していくための資金調達とドナー調整を積極的に行っていることから、プロジェクト

を通じて発現された結果が今後とも持続・発展される可能性は高い。プロジェクト終了後の

組織的自立発展性も確保されていると判断される。これは、プロジェクト活動がカウンター

パート機関であるNASCOPの通常業務の中に完全に組み込まれる形での支援となっているこ

と、NASCOP職員のおよそ９割が常勤であることによる。他方、技術的な自立発展性につい

ては、NASCOPカウンターパートは日本人専門家とともに日常的業務を実施することによっ

て、重要な行政ツールとしてのプロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）（計画、実施、

評価）を習得したが、適切な計画のためのデータ手続きと分析能力の向上が今後の課題とし

て残されている。また、県および医療施設レベルに対するプロジェクトの支援は間接的で限

られていることや医療スタッフの離職率が高いことから、県および医療施設レベルにおける

技術的な自立発展性は今後の課題である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

１）プロジェクト目標を「KNASP（2005/6-2009/10)」に示された国家目標に沿ったものと

したことで、いくつかの成果の達成状況が外部条件の影響を受けて芳しくない状況下にあ

っても他援助機関の事業との連携により、プロジェクト目標が達成されている。 

２）プロジェクトを国家機関（中央政府）に位置づけ、プロジェクトによる活動内容もNASCOP

のワークプランに組み込まれたものであることは、特に政策やシステム面でプロジェクト

の貢献を高めた。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

 無償資金協力、医療特別機材供与、ボランティアとの連携によってHTC受検数の増加が促

進された。 
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３－４ 問題点および問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

１）プロジェクト形成時に作成されたプロジェクト・デザイン・マトリックス(PDM0)は、そ

の作成プロセスにケニア側カウンターパートの参加が限定的であったことから、プロジェ

クト開始時に、PDM0がカウンターパートの一部に知られていなかった。 

２）また、PDM0では明確なプロジェクト指標が設定されていなかったことから、第１回合同

調整会議（Joint Co-ordinating Committee：JCC）までは、関係者間でプロジェクトのめざす

方向について一致した見解が得られていなかった。特に、成果３を実施するNGOとプロジ

ェクト、JICAケニア事務所間での活動の目的と活動の成果を測る方法に関して合意が得ら

れたのは中間評価直前であり、このことは成果３の進捗を妨げた。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

１）保健省の２分割に伴う2007年12月末に実施された大統領選挙後の混乱に対する政治的危

機解決策として連立政権が樹立され、保健省の２省分割〔医療サービス省（Ministry of

Medical Service）と公衆衛生省（Ministry of Public Health and Sanitation）〕が決定された

が、分割後のカウンターパート機関の位置づけおよび業務掌握は不明慮の時期が続いた。

また、新体制下でプロジェクトマネージャーの任命が遅滞したことで、JCCによる改訂版

PDMの正式な承認が適切なタイミングで行われなかったなど、プロジェクトの進捗に支障

があった。 

２）選挙後に県数が以前の76県から150県へと倍増したが、すべての新設県に県エイズ性感染

症コーディネーター（District HIV/AIDS & STI Co-ordinator：DASCO）が配置されていない

ことから、データ入手が困難となった。特に、県数の増加はPDMの外部条件の変更（州お

よび県の機能が大幅に変更されない）であり、成果１と４の進捗状況に影響を及ぼした。

 

３－５ 結 論 

 プロジェクトは、変化の早いHIV/エイズ対策分野において、ケニア政府の開発ニーズに迅速に

対応してきた。プロジェクト目標は、選挙後の混乱の影響を受けていくつかの成果が今だ達成さ

れていないなかにあって、他援助機関との協力によって既に達成されている。プロジェクトは

KNASPに沿っており、国家システムに組み込まれていることによって国家ガイドラインやマニュ

アルの策定への貢献度を高めている。また、日本の他のODAスキームとの連携、特に無償資金協

力による検査キットの調達、および他援助機関との協力によってその貢献度を最大限にしている。

こうしたアプローチはプロジェクト実施の効率性を高めることにもつながっている。ケニア政府

の政策的なコミットメントおよびHIV/エイズ対策を実施するための資金調達に向けた努力は、プ

ロジェクト終了後も継続するであろうというのが関係者の共通した見解である。しかしながら、

各行政レベル（中央、州、県）および医療施設におけるデータ管理能力の強化は今後に残された

課題である。 

 

３－６ 提 言 

＜残りのプロジェクト期間に係るプロジェクトに対する提言＞ 

（１）HMIS（Health Management Information System：保健情報システム／公衆衛生省保健情報課）

との協力のもとで、MOH711のための新しいHTC指標とデータ収集ツールを更新すること（活

動1-1) 

（２）登録VCTサイトに関するリストを更新すること(活動1-3) 
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（３）ドラフト文書の最終版を作成すること：「アウトリーチVCTサービス実施手順」「若者向け

VCTサービスに係る手引き」「ラボラトリースーパーバイザートレーニングマニュアル」「カ

ップルカウンセリングトレーニングマニュアル」（活動2-2） 

（４）ニャンド県において民間セクターとの協力によって実施しているパイロット・モバイルVCT

活動に関して、その経験を将来的に他地域と共有できるように、報告書を完成すること（活

動2-5） 

（５）ラジオ番組に基づいて作成した教材に関するファシリテーションガイドを確実に完成する

こと、またNASCOPはファシリテーションガイドの配布を確実に行うこと（活動3-4) 

（６）県の協力を得て、国家リファラルサービスディレクトリを完成すること（活動4-4) 

 

＜将来的な課題として＞ 

（１）公衆衛生省は、新フォーマットであるMOH711の全国配布とHIV検査サービスの報告書提出

率の状況をモニタリングし、それらのデータを省内の関連部署と共有するためのシステムを

構築すること 

（２）NASCOPは、HTCサービスのスケールアップとともに質の向上を強化すること、またVCT

センター数が増加している状況を踏まえ、現存のVCT認定制度のフィージビリティと持続性

を再検討すること、NASCOPは遠隔地の若者を対象にした行動変容に関する戦略を開発する

こと 

（３）NASCOPは、国家HTC政策ガイドラインに沿った総合的な研修カリキュラムを開発し、医

療施設のサービス提供者に対する研修を実施すること 

（４）NASCOPは、エビデンスに基づく政策を策定するためにM&E機能をより強化すること 

 

３－７ 教 訓 

＜プロジェクト形成にあたっての留意点＞ 

（１）ベースラインデータに基づいて定量的指標を設定しておくことで、プロジェクト関係者間

でプロジェクトが最終的にめざす到達点に関しての共通認識が確立されるだけでなく、実施

プロセスにおいては指標に基づいてプロジェクトの進捗状況が把握でき、プロジェクト終了

時にはプロジェクト実施の効果を適切に把握することが可能になる。 

（２）プロジェクトの計画プロセスに関係者を巻き込むこと、より具体的にはPDM策定をなるべ

く多くの関係者参加のもとで実施することによって、プロジェクト実施におけるカウンター

パートのオーナーシップを醸成し、カウンターパートと日本人専門家とのパートナーシップ

の確立にもつながる。 

 

＜支援アプローチに関する事項＞ 

（１）相手国の国家レベルの機関（本プロジェクトでいえば、NASCOP）にプロジェクト活動の

拠点を位置づけることは、政策決定者と頻繁に対話をすることが可能となり、プロジェクト

が当該国政府の政策ニーズに対する貢献度を高めることにつながる。また、変化の早いドナ

ー環境の中にあって、緊急ニーズへの迅速な対応も可能になる。 

（２）（プロジェクトが国家レベルへの支援を中心としながらも）フィールドを対象にしたコンポ

ーネントを含んでいる場合には、国家レベルの活動とフィールドレベルの活動とをつなげる

メカニズムを確立することでプロジェクトの貢献度がより高まる。 

（３）プロジェクトが国家政策、ガイドライン策定やシステムづくりを支援することによって、

自立発展性が確保される。政策やガイドラインを作成する際には、できるだけ多くの関係者
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の参加を得ることで、政策やガイドラインの円滑な実施につながる。 

（４）本プロジェクトでは、カウンターパートにプロジェクト活動で得た経験を学術的な論文と

してまとめて国際的な機会を利用して発表することを奨励してきたが、これはカウンターパ

ートの動機を高め、彼らの自信を確立するのに効果的であった。 
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Summary of Evaluation Result 

1. Outline of the Project  

Country： Kenya 

 

Project Title： Strengthening People Empowerment against 

HIV/AIDS in Kenya (SPEAK) 

Issue/Sector：Health Cooperation Scheme：Technical Cooperation Project  

Division in Charge：JICA Kenya Office Total Cost(As of final evaluation)：JPY 267,042,000 

Partner Country’s Implementation Organization： 

National AIDS and STI Control Programme (NASCOP), 

Ministry of Public Health and Sanitation*,  Provincial AIDS 

and STI Coordinators(PASCOs) and District AIDS and STI 

Coordinators(DASCOs) 

Period of 

Cooperation 

July 2006 to June 2009 

(3 years). 

Supporting Organization in Japan：None 

Related Cooperation：Grant Aid: Project for Infectious Disease Control in Kenya (HIV/AIDS Control), Japan 

Overseas Cooperation Volunteers (HIV Control), Equipment Supply(HIV/AIDS Control) 

1-1 Background of the Project 

 HIV and AIDS continue to be one of the priority public health problems targeted by the Government of 

Kenya. According to the Kenya National AIDS Strategic Plan (KNASP 2005/6-2009/10), Kenya has been 

implementing a successful multi-sectoral response to HIV/AIDS. In order to tackle the HIV pandemic, HIV 

Testing and Counseling (HTC) is one of key approaches adopted as an entry point for prevention as well as 

care and treatment. The government of Kenya aims to reach universal access goal of 80 % of Kenyans 

knowing their HIV status by the year 2010, but only 36% has been attained according to Kenya AIDS 

Indicators Survey(KAIS) 2007 and much work remains to be done. In line with these policy and situation, the 

SPEAK Project commenced on the 1st of July 2006 as a three year technical cooperation project between the 

Government of Kenya and the Japan International Cooperation Agency (JICA). Its purpose was to increase 

the number of Kenyans (especially the youth) tested for HIV annually. 

 

1-2 Project Overview  

(1) Overall Goal:  
People’s behavior to the risk of HIV infection is changed by HIV testing promotion. 

 

(2) Project Purpose:  
The number of Kenyans (especially the youth aged 15-24 years) tested for HIV increases annually. 

 

(3) Outputs: 

1) System for monitoring and evaluation on HIV testing is reinforced. 

2) Capacity of assessment and planning on HIV testing promotion at the central government level is 

enhanced. 

                                                        
* After the establishment of grand coalition government in 2008, Ministry of Health was split into two ministries: Minstry of Public Health and 

Sanitation(MoPHS) and Minsitry of Medical Services(MoMS). NASCOP was also divided into two in a way that NASCOP in MoPHS takes 

care of prevention and NASCOP in MoMS takes care of treatment and care. In this regard, SPEAK Project was officially decided to be 

implemented by NASCOP in MOPHS in Feburary, 2009. 
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3) Correct knowledge on HIV/AIDS that enables people to avoid new HIV infection is distributed by mass 

media and other means. 

4) Quality HIV testing services are provided at VCT(Voluntary Counseling and Testing) centres and any 

other clinical settings. 

 
(4) Input: 

＜Japanese side＞ 

Dispatch of 

Japanese experts 

 2 long term experts (Chief advisor/ M&E, Project coordinator/IEC/BCC)  

 1 short term expert (Analysis on improvement of quality on HTC services) 

Equipment and 

materials  

 Office expansion(fabricated from a container), 3 vehicles and other computer related 

equipments, equivalent to 14, 910,000 Ksh 

Local cost   Cost for trainings, workshops, printing etc, and equivalent to Ksh 71,018,000 (as of 

13 of March, 2009) 

 

＜Kenya side＞ 

Allocation of 

Counterparts 

 41 NASCOP staff 

 PASCOs and DASCOs  

Facilities Land for project activities 

Operational Cost  Water supply, electricity, communication, PC maintenance, office supply 

 Human resources such as data clerks and support staff etc, equivalent to Ksh 18, 

085,000 for 2006/2007-2007/2008 and Ksh 12, 651, 000 projected for 2008/2009  

  

2. Evaluation Team  

Members 

Of Team 

(1) Team Leader： Mr. Yoshiyuki Takahashi, Chief Representative, JICA Kenya Office 

(2) Health Cooperation：Mr. Ikuo Takizawa, Regional Project Formulation Advisor for Health, 

JICA Regional Office for Africa 
(3) Cooperation Planning：Mr. Kohei Takimoto, Representative, JICA Kenya Office 

(4) Evaluation/Analysis：Keiko Kita, Senior Consultant, Global Link Management Co.  

Period  28 February – 15 March, 2009 Type of Evaluation：Final Evaluation 

3. Summary of Evaluation  

3-1 Result of Cooperation 

(1) Achievement of Project Purpose 

As shown in Table 1 below, the Project has achieved the Project Purpose by the time of the Final 

Evaluation in the light of  the Objectively Verifiable Indicator(Number of people especially the youth aged 

15-24 years old who tested for HIV increases by 10% annually) set in the PDM. The number of people who 

received Voluntary Counseling and Testing (VCT) in Kenya increased since 2005. The number of the youth 

at the age of 15-24 who received VCT also increased by more than 10%. The achievement of the Project 

Purpose that was aligned to the national target was realized because of the close collaboration with the other 

development partners. Project’s significant contribution toward the common goal was the development of 

the national HTC guideline/supporting documents and provision of financial and technical supports to 

implement the National HTC Campaigns. On the other hand, challenges for the future could be seen in the 
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fact that the Project only covered VCT which is a part of HTC and that the current number is still far below 

the national target. 

     ＜Table 1＞ 

 
HTC uptake 

(All population) 

Rate of 

Increase 

HTC uptake 

(15-24 yrs) 

2005 499,448 48％ N/A 

2006 734,414 16％ N/A 

2007 850,097 - 125,581 

2008 

（ up to 3rd Quarter） 
788,317 - 143,759 

 

(2) Achievement of Output 

  Output 1: System for monitoring and evaluation on HIV testing is reinforced. 
As for indicator 1-1“Reporting rate of HIV testing services increases to over 90 % by June 2009”, the 

reporting rate was increased to 89.4% in the first quarter of 2008 but started to decrease to approximately 

50% in fourth quarter of 2008. This was due to the confusion by the introduction of new integrated 

reporting format by Division of Heath Management Information System, MoPHS. As for indicator 1-2 

“Timeliness of HTC reports improves in monitoring districts by June 2009” and 1-3“Accurateness of HTC 

reports improves in monitoring districts by June 2009”, baseline data were collected from the tentative 

monitoring districts, but actual intervention to the districts have not been initiated because of rapid increase 

in the number of districts. For the same reason, indicator 1-4 “Summarized national data is distributed to all 

districts quarterly by June 2009” was also not achieved since national data has not been disaggregated to all 

the districts. 

  

  Output 2: Capacity of assessment and planning on HIV testing promotion at the central government level is 

enhanced. 

The indicator (At least one national guideline and two other supporting documents are published by June 

2009) was achieved because the Project supported NASCOP to develop national HTC policy and guideline 

in collaboration with other development partners and other supporting training manuals and operational 

guidelines. 10,000 copies were printed for distribution together with orientation package which is under 

development.  

 

  Output 3: Correct knowledge on HIV/AIDS that enables people to avoid new HIV infection is distributed 

by mass media and other means. 

The Output recently has made up for the delay during the first half of the Project period due to little 

consensus between the Project and an NGO as the implementer of the Output under the contract with the 

JICA Kenya office on what would be the goal of the radio program and how the impact of the program 

would be measured. The Project has progressed well toward the achievement of most of the 

indicators(Discussion generated within youth and with others e.g. parents, Appropriateness of contents of 

the radio programmes in stimulating behavior change, Testimonies of positive behavior change to avoid 

new HIV infection) modified at the time of Mid-term evaluation. It was revealed through focus group 

discussions and audience participation events that the radio program was an effective IEC intervention for 
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the urban youths but not much for the rural youth. The Project recently has undertaken repackaging of the 

radio program into educational materials for further promotion of HIV testing services. 

  Output 4: Quality HIV testing services are provided at VCT centres and any other clinical settings. 

As shown in Table 2 below, the Output has made a satisfactory progress toward the achievement of the 

indicators: the accreditation rate reached the target at the time of Final Evaluation. Intervention to ensure 

the quality of services at facilities has also been in progress through the development the training 

curriculum for supervisors and the supervisor training for laboratory technologists/technicians. Monitoring 

and follow-up activities after the training remains as future challenges. 

 

＜Table 2＞ 

Objectively Verifiable Indicators Results as Final evaluation 

Totally 40% of registered and applicable VCT 

site apply accreditation exercise by June 2009. 

Totally 30% of applied sites pass the 

accreditation by June 2009. 

Summary results of National VCT Accreditation is as 

follows: 

  

 2006 2007 2008 

Applied 29.0% 39.3% 37.9% 

Accredited 39.3% 38.6% 48.4% 

Percentage of answering “Very Good” and 

“Fare” for Question 24 of Client Exit Interview 

increases in selected VCT sites 

Baseline data for client satisfaction will be available. 

 

3-2 Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance 

The Project Purpose and Overall Goal remained relevant in terms of Kenyan national policies in areas of 

prevention of HIV/AIDS: The Project design was aligned to the Kenya National AIDS Strategic Plan 

(2005/2006-2009/10) which identified “prevention of new infection” as one of the three pillars. The target 

age group of the Project also remained appropriate: KAIS 2007 (Preliminary Report) indicated that the 

infection rate of the youth age 15-24 remained high and that women age 15-24 were 4 times more likely to 

be infected than men.  

 

(2) Effectiveness 

The Project Purpose, which was fully aligned to the national target identified in the Kenya National AIDS 

Strategic Plan (2005/2006-2009/10), was achieved while some Outputs were still in the process toward the 

achievement. Among four Outputs, Output 2 made most significant contribution to achieve the Project 

Purpose because of the close collaboration with other development partners and the successful mobilization 

of other Japanese ODA resources while the progress of Output 1 and 4 were negatively affected by changes 

in the Important Assumption caused by the 2007 post-election effects.  

 

(3) Efficiency 

Efficiency is high in terms of number of Japanese experts compared to required work and range of the 

project support. Kenyan counterparts considered that the allocation, timing and expertise of Japanese 

experts were appropriate. The types and numbers of the equipment provided by the Japanese side were 
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vehicles in use was delayed. What maximized the efficiency of the Project implementation was the 

mobilization of the Japanese resources as well as the proactive collaboration with other partners at the 

central level for the development of the national guidelines and conducting national HTC campaigns and at 

the field level for trainings and accreditation exercises. 

It is difficult to evaluate cost effectiveness of media campaign by BBC World Service Trust under output 3 

because the project has qualitative indicators but not quantitative indicators. The cost-effectiveness of the 

collaboration depends on how the outputs of the media activities would be utilized in the future. 

 

(4) Impact 
The indicators were left without quantitative target till the time of the Final Evaluation. Yet some 

qualitative information collected through media campaigns implies that the Project was on the right track 

toward the Overall Goal. It was the common perspective that it would take more time to reach the Overall

Goal. HIV testing promotion (Project Purpose) is an important step to change People’s behavior and that 

repeat testing was required for the current knowledge of his/her HIV, which encourages people to avoid 

his/her behavior to the risk of HIV infection (Overall Goal). The Final Evaluation Team was not 

reported/observed any negative impact.   

  

(5) Sustainability 

It is the common perspective among stakeholders that the political commitment to fighting against 

HIV/AIDS would be sustained with continuous technical and financial supports from development partners. 

Although NASCOP/MoPHS still has depended much of its financial requirement on external financial 

resources to maintain activities, the fact that NASCOP/MoPHS has been proactive for fund raising and 

coordinating development partners would secure the maintenance of the benefits of the Project. 

Organizational sustainability seemed to be also secured after the completion of the Project because the 

Project has been fully mainstreamed in the routine operations of NASCOP. The NASCOP personnel of 

whom about 90 percent were the permanent staffs have learnt the project cycle management (planning, 

implementation and evaluation). Data proceeding and analysis for appropriate planning were considered as 

the areas for further improvement. Another challenge would be the establishment of the technical 

sustainability at the districts and the facility levels with high turn-over rate of the staff.   

 

3-3 Promoting Factors:  

(1) Factors related to Planning:  

 The Project was fully aligned to the KNASP, which enabled the Project to achieve the Project Purpose in 

collaboration with other development partners while some Project outputs have not been achieved due to 

changes in Important Assumptions. 

 The Project was placed at the national level and integrated in the NASCOP work plan, which helped the 

Project to mainstream itself into the national high-level policy dialogues. 
  

(2) Factors related to Implementation Process: 

 The Project successfully mobilized other ODA resources (procurement of HIV rapid kits, provision of 

medical equipments and assignment of Japanese volunteers) to maximize the efficiency of the Project 

implementation. 
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3-4 Hampering Factors 

(1) Factors related to planning: 

 The participation of the counterparts in the process of the formation of the original PDM (PDM0) was 

limited and therefore it was not well acknowledged. 

 Inadequate or unclear indicators were set in the original PDM, which prevented the stakeholders to build 

the consensus on the direction and goal of the Project.  
 

(2) Factors related to implementation process:  

 Restructuring of the Ministry of Health after the 2007 elections delayed official procedures for the 

placement of Project manager at NASCOP.  

 The increased number of districts as the post-election coordination measure slowed down the progress of 

Output 1 and 4.  
 

3-5 Conclusion  

 The Project was effective in addressing policy needs of the Government of Kenya in HIV/AIDS prevention, 

which continuously evolves reflecting the rapidly changing Program environment. The Project Purpose has 

been successfully achieved by the time of the Final Evaluation in conjunction with inputs from other 

development partners while some Project outputs were still struggling to come out partly because of the 

post-election effects and limited coordination exercises. The Project fits in the Kenya National AIDS Strategic 

Plan and was integrated with the national system, which enabled the Project to actively participate in the 

process of formulating the national guideline/manuals. The Project has maximized its contribution to reach 

the national target by mobilizing Japanese ODA resources, especially the procurement of HIV rapid test kits, 

and by partnership with other development partners. This approach has created efficiencies. It is the common 

perspective of key stakeholders that the political commitment of the Government of Kenya and its efforts to 

mobilize the funds would be sustained after the completion of the Project. However, the development of 

administrative capacities at each level would remain as a major challenge for future. 
  

3-6 Recommendation 

(1) Recommendation within the current Project framework: 

1) updating of the new HTC indicators and data collection tools for MOH711, in collaboration with HMIS 

(Activity 1-1) (To NASCOP-SPEAK Project ) 

2) updating of the registered VCT sites (Activity 1-3) (To NASCOP-SPEAK Project ) 

3) finalization of the draft documents: Outreach VCT Operational Manual, Operational Manual (booklet) 

for Young People and VCT, Training Manual for Couple Counseling, and Training Manual for Lab 

Supervisor (Activity 2-2) (To NASCOP-SPEAK Project ),  

4) completion of the report on the pilot mobile VCT activities in collaboration with the commercial sector 

in Nyando district to be ready for sharing its experiences with other areas (Activity 2-5) (To 

NASCOP-SPEAK Project ), 

5) ensuring the development of the facilitation guide (To NASCOP-SPEAK Project and JICA Kenya 

Office) and distribution of the guide (Activity 3-4) (To NASCOP),  

6) completion of national referral service directory in collaboration with districts (Activity 4-4) 

(NASOCP-SPEAK Project). 
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(2) Recommendation for the future(after the Project ends):   

1) ensuring the distribution of the new MOH711 and monitor the progress of the reporting rate and

establish the system to share the data with the other related division and other implementation partners (To 

MoPHS). 

2) continuing the strengthening quality of HTC services while accelerating the scaled-up of HTC services. 

NASCOP to review the assessment on feasibility and sustainability of the existing VCT accreditation 

system under increasing VCT centers (To NASCOP). 

3) development of the comprehensive training curriculum in line with the National HTC Policy Guideline 

and implement the training to the service providers throughout the nation (To NASCOP). 

4) further strengthening M&E for evidence-based planning (To NASCOP). 
  

3-7 Lessons Learnt 
(1) Issues related to the formulation of the Project 

1) Measurable indicators should be set based on the baseline data to create common perspectives among 

the implementers on where they are at the beginning of the Project and where they are expected to be at 

the end of the Project.  

2) The participatory planning of the Project framework is a critical step to build the ownership of the 

counterparts and partnership between them and Japanese experts. 

 

(2) Issues related to the intervention approaches 

1) The positioning of the Project within the national agency maximises its contribution to the policy needs 

of the government because the Project can maintain frequent dialogue with the decision-makers. It also 

enables the Project to respond quickly to the emerging needs arising from the changing donor 

environment.  

2) When the Project includes a component targeting the field, a mechanism to bridge between the 

national-level activities and the field-level activities is necessary to maximize the contribution of the 

Project. 

3) The Project supports areas of national policies/strategies and systems, which could ensure the 

sustainability of the Project. The participatory approach involving a wide range of stakeholders was 

effective in ensuring smooth implementation of such policies/strategies.  

4) The Project has encouraged the counterparts to summarize lessons learnt from the project activities as 

academic papers/journals, which were presented at the various international events. Such activities were 

effective to motivate the counterparts and build their confidence.  

 

 





 

第１章 終了時評価の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

国連エイズ合同計画（The Joint United Nations Programme on HIV/AIDS：UNAIDS）によると、ケニ

ア共和国（以下、「ケニア」と記す）はアフリカのなかでもHIV高感染率国の一つとされている。2006

年現在、ケニアの成人HIV感染率は5.1％、感染者数は130万人以上と推定されている。HIV感染率は

2001年末から減少傾向にあるが、依然として高い感染率にある。 

現在、ケニアではHIV/エイズに関する情報は流通しているものの、HIVの新規感染を抑制するた

めには、HIV/エイズの正しい知識を普及させるだけでは不十分であり、より多くの人々がHIV検査・

カウンセリング（HIV Testing and Counseling：HTC）を受診し、ステータスを知ることが、予防のみ

ならず適切な治療のための第一歩となるとされている。これに対し、ケニア政府は、2010年までに80％

の住民が自身のステータスを知るようになること目標とし、様々な取り組みを行っている。 

このような状況に対し、JICAはHIV新規感染予防のエントリーポイントとしてのHTCを促進をすべ

く、保健省 1 NASCOP（National AIDS & STI Control Programme：国家エイズ・性感染症対策プログ

ラム）を実施機関とした「エイズ対策強化プロジェクト」を３年間の技術協力プロジェクトとして実

施中である。 

 今回、プロジェクトが2009年６月に終了するにあたり、プロジェクト活動の実績および成果をケニ

ア側と合同で評価するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言と類似案件の計画・実施にあ

たっての教訓を抽出することを目的として終了時評価を実施した。 

 

１－２ 調査団の構成と調査日程 

（１）日本側調査団は以下のとおり。 

担当分野 氏 名 職 位 

総 括 高橋 嘉行 JICAケニア事務所 所長 

保健行政 瀧澤 郁雄 JICAアフリカ地域支援事務所 広域企画調査員（保健医療）

評価企画 瀧本 康平 JICAケニア事務所 所員（保健医療担当） 

評価分析 喜多 桂子 
グローバルリンクマネージメント ㈱ 

シニアコンサルタント 

 

（２）終了時評価は、2009年２月28日から３月15日の日程で実施された。 

調査日程は付属資料３参照。 

 

１－３ 主要面談者 

付属資料４参照。 

 

 

                             
1 2007年の大統領選挙および連立政権の樹立を受けて、2008年４月に保健省は「公衆衛生省」と「医療サービス省」に分割された。

エイズ・性感染症対策プログラム（NASCOP）も２つに分割し、主に予防領域を公衆衛生省が、治療・ケアを医療サービス省が管

轄することになった。本プロジェクトについては、2009年２月に正式に「公衆衛生省」が管轄となった。 
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１－４ 対象プロジェクトの概要 

（１)上位目標 

 HIV検査の促進を通じて、HIV感染リスクに対する人々の行動が変容する。 

 

（２）プロジェクト目標 

 15～24歳の若者のHIV検査数が増加する。 

 

（３）成果 

１）HIV検査に係るモニタリングおよび評価（Monitoring and Evaluation：M&E）体制が強化され

る。 

２）中央レベルでのHTC促進に係る調査検討および政策策定能力が強化される。 

３）若者を対象としたHIV/エイズの正しい知識と検査の受診が促進される。 

４）HIV検査サイトにおいて、良質のHIV検査サービスが提供される。 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ ログフレーム2（PDM）による評価手法 

 本評価調査は、『JICA事業評価ガイドライン（2004年１月：改訂版）』に基づき、ログフレームを

用いた評価手法にのっとって実施した。『JICA事業評価ガイドライン』による評価は、以下のとおり

４つの手順で構成されている。 

（１）プロジェクトの計画を論理的に配置したログフレームあるいはプロジェクト・デザイン・マト

リックス（Project Design Matrix：PDM）を事業計画としてとらえ、評価デザインを確定する。 

（２）いくつかのデータ収集方法を通じ入手した情報をもとに、プロジェクトの現状を実績・実施プ

ロセス・因果関係の観点から把握・検証する。 

（３）「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」の５つの観点（評価５項目）から、

プロジェクト実施の成果を評価する。 

（４）また上記（１）から（３）を通じ、プロジェクトの成否に影響を及ぼした様々な要因の特定を

試み、プロジェクトの残りの実施期間の活動に対しての提言と類似案件に対する教訓を抽出する。 

 

本評価手法において活用されるPDMの構成要素の内容は以下のとおりである。 

 

上位目標 プロジェクトを実施することによって期待される長期的な効果。プロジ

ェクト終了後３～５年程度で対象社会において発現する効果 

プロジェクト目標 プロジェクト実施によって達成が期待される、ターゲットグループや対

象社会に対する直接的な効果 

アウトプット プロジェクト目標達成のためにプロジェクトが生み出す財やサービス 

活動 アウトプットを産出するために、投入を用いて行う一連の具体的な行為

指標 プロジェクトのアウトプット、目標および上位目標の達成度を測るもの

で、客観的に検証できる基準 

指標データ入手手段 指標を入手するための情報源 

外部条件 プロジェクトでコントロールできないか、プロジェクトの成否に影響を

与える外部要因 

前提条件 プロジェクトが実施される前にクリアしておかなければならない条件 

投入 プロジェクトのアウトプットを産出するために必要な資源（人員･資機

材･運営経費・施設など） 

出所：プロジェクト評価の手引き（JICA事業評価ガイドライン）、2004年２月 

 

 さらに、当プロジェクトの評価に適用される評価５項目の各項目の定義は次のとおりである。 

 

                             
2 以前のJICA事業評価ガイドラインでは、ロジカルフレームワークのことをプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 

Matrix：PDM）と呼んでおり、また当プロジェクト関係者の間でも、PDMという呼称のほうが認知されていることから、本報告

書ではログフレームをPDMという呼び方で統一する。 
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評価５項目 JICA事業評価ガイドラインによる定義 

妥当性 

 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が受益者の

ニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側

の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的

資金であるODAで実施する必要があるかなどといった「援助プロジェクトの正

当性・必要性」を問う視点 

有効性 プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされ

ているのか（あるいはもたらされるのか）を問う視点 

効率性 主にプロジェクトのコストおよび効果の関係に着目し、資源が有効に活用され

ているか（あるいはされるか）を問う視点 

インパクト プロジェクトが実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果

を見る視点。この際、予期しなかった正・負の効果・影響も含む。 

自立発展性 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは

持続の見込みはあるか）を問う視点 

出所：プロジェクト評価の手引き（JICA事業評価ガイドライン）、2004年２月 

 

２－２ データ収集方法 

 本評価調査では、評価分析のために定性的・定量的データを以下の方法で収集した。 

 

（１）既存資料レビュー 

・ケニア国家保健セクター戦略計画（National Health Sector Strategic Plan：NHSSP II）、ケニア

国家エイズ戦略計画（Kenya National HIV/AIDS Strategic Plan：KNASP II）を含む政策関連文書 

・中間評価調査報告書 

・プロジェクト事業進捗報告書１～５ 

・国家HTCガイドライン（National HTC Policy Guideline）等のプロジェクトの成果品 

・合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）会合およびSteering Committeeの議事録 

・ British Broadcasting-World Service Trust （ BBC-WST）作成の Kimasomaso Radio Magazine 

Programmes および合同評価報告書（案） 

 

（２）主要関係者へのインタビュー 

・JICA専門家 

・ケニア側カウンターパート（Counterpart：C/P） 

‐NASCOP主要C/P 

‐州エイズ性感染症コーディネーター（Prorincial AIDS & STI Co-ordinator：PASCO）(Southern 

Rift Valley） 

‐県エイズ性感染症コーディネーター（District HIV/AIDS & STI Co-ordinator：DASCO）(Nyamira、

Nakuru、Kericho、Malindi） 

‐公衆衛生省（Ministry of Public Health & Sanitation） 

‐医療サービス省（Ministry of Medical Services） 

・BBC-WST 
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第３章 プロジェクトの進捗状況 
 

３－１ 投 入 

（１）日本側 

(2009 年３月13日時点） 

日本人専門家の派遣 ・長期専門家２名（チーフアドバイザー／M&Eを主軸とした保健行政強化、

業務調整／行動変容／教材作成） 

・短期専門家１名（HTCサービスの質改善に関する分析） 

機材供与 ・プロジェクトオフィス（コンテイナー）、車両３台、コンピューター機材

（Ksh14,910,000相当） 

ローカルコスト  ・研修・ワークショップ実施に係る費用、印刷費（Ksh71,018,000相当） 

 

（２）ケニア側 

(2009 年３月13日時点） 

C/Pの配置 ・41 NASCOP スタッフ 

・PASCOs、DASCOs  

施設 ・プロジェクトオフィス用土地 

運営費 ・水道・電気・通信費、コンピューター維持費、契約ベースのデータ入力

要員ほか 

（2006/2007-2007/2008はKsh18,085,000、2008/2009はKsh12,651,000） 

 

３－２ 活動の進捗状況 

2007年12月末に実施された大統領選挙後の混乱により、2007年度終了までの約３か月間は通常の

業務を行うことが困難な状況でありながらも、 C/Pとの協力のもとで計画された活動はすべて予定

通りに終了している。また、2007年６月の中間終了時評価時点でもほとんどの活動は計画通りに実施

されていたことが確認されているが、その後進捗状況は保健省の分割によるC/P機関の混乱に伴い、

全体的にやや鈍化している。本終了時評価時点における各活動の進捗状況については以下のとおり

である。 

 

活動 2009年３月13日時点での実績 

1-1 新しいモニタリング・ツー

ルの普及を支援する。 

・県からNASCOPに提出されるHIV/AIDSサービス統合報告用紙

(MOH727）を100部印刷し、全国に配布した。 

・MOH726/727に係る県レベルの研修トレーナー263人を育成した

（MOH726の保健医療施設への普及については、C/P機関を通じ

たAPHIA II/USAIDとの合意によりAPHIA IIによる研修が実施

された）。 

・旧保健省のHealth Management Information System（HMIS）によ

って新たな報告用紙（MOH711）が導入されたことにより、2008

年第４四半期からMOH726/727の提出率は低下した。これまで

のところ、NASCOPはMOH711の報告率に関するデータを入手

していない。 
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1-2 HIVカウンセリングと検査

（HTC）関連プログラムの

データ収集を強化する。 

・ VCTサービスに係る記録および報告用紙を７種計18,300部、VCT

顧客カードを222,500枚印刷し、全国に配布した。 

・ VCTデータ入力研修を受けた24名のDHR/IOに対し、現地フォ

ローアップを実施した。 

・ 36県の計38VCTセンターで、モバイルVCT用の報告用紙を実験

的に導入した。 

・ PITCサービスに係るベースライン調査の企画、実施、データ分

析を支援した。調査結果は、NASCOPのC/Pにより、2008年12

月に開催された第15回アフリカ地域エイズ・性感染症国際会議

(ICASA）で示説発表された。 

・ 2007年国家HTCパイロット週間（NACC主催）に対し、C/P機関

を通じて、データ収集に係る技術支援を実施した。また、同HTC

週間のデータ収集ツール10,097部を印刷し、対象地域に配布し

た。さらに同結果は、NASCOPのC/Pにより第15回ICASAで口

頭発表（主催者招待）された。 

・ 2008年全国HTCキャンペーン（NACC主催）に対し、C/P機関を

通じて支援した。HTCに係る４種類の記録用紙3,013部、報告用

紙16,282部、VCTクライアントカード59,334部の印刷と配布を

行った。 

1-3 中央レベルでのHTC関連デ

ータベースの維持管理を強

化する。 

・NASCOPのM&E機能を強化すべく、12台のコンピューターを供

与した。 

・ NASCOPのインターネットシステムをJOCVの技術支援も受け

更新した。 

・ 登録HTCサイトのリストを更新したが、選挙前に県が76県から

150数県に倍増したことにより、今後さらにリストを更新する必

要がある。 

・ NASCOPが開発普及したHIV/AIDSサービス統合報告用紙

(MOH726/727）は、HMISが主導するMOH711への統合過程に

あること、また新たな戦略に資するものである必要があるため、

今後MOH711で収集されるHTC指標の設定を支援する予定であ

る。 

1-4 HTCデータのフィードバッ

ク・システムを強化する。 

1-5 選ばれた州・県保健局にお

いて計画策定のためのデー

タ分析能力を強化する。 

・本活動はPDMの改訂(PDM２）において新たに追加された活動

であることともあり、終了時評価時点においては活動はいまだ

本格化していない。 

2-1 HTC関連サービスの標準化

をはかる。 

・ ｢国家PITC研修マニュアル」のM&E 部分を執筆し、同マニュア

ルの策定に寄与した（同マニュアルはUSAIDから資金を得た関

連団体により印刷され活用されている）。 

・ ｢モバイルVCTサービス」に関するベースライン調査を2006年12

月に、「若者とVCTサービス」に関するベースライン調査を2007

年３月に、「PITCサービス」に関するベースライン調査を2008

年３月に実施した。これらのうち、PITCサービスに関するベー
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スライン調査結果については、2008年12月に開催された第15回

ICASAで示説発表された。 

・ ｢モバイルVCTサービス」および「若者とVCTサービス」に関す

る実施マニュアルのドラフトがワークショップを通じて作成さ

れた。「モバイルVCTサービス」に関する実施マニュアルは、新

たに作成された国家HTC政策ガイドラインにあわせて、「アウ

トリーチHTC実施マニュアル」として再編集予定。 

2-2 HTCガイドライン、研修カ

リキュラム、その他の関連

するプログラムの調和をは

かる。 

・NASCOPが主導して策定した「国家HTC政策ガイドライン」の

テクニカルワーキンググループのメンバーとして取りまとめ

た。ガイドラインの作成にあたっては、2007年11月に関係者を

招いてのワークショップを開催した。ガイドラインは2009年２

月に10,000部の印刷を終了し、近く全国に配布される予定であ

る。本ガイドラインに基づく研修マニュアルは現在、プロジェ

クトを含むテクニカルグループメンバーによって作成中であ

る。 

・現行のモバイルVCTサービスに関する実施マニュアル（ドラフ

ト）は、今後、「アウトリーチHTC実施マニュアル」としてまと

められる予定である。また、「若者とVCTサービス」に関する実

施マニュアルについてもプロジェクト終了までにまとめられる

予定である。 

2-3 NASCOP／保健省と他パー

トナーの連携向上をはか

る。 

・MCG１およびMCG４(NACC）、全国CT週間実行委員会、同M&E

部会、NASCOP国家VCTサービス質保証チーム（NQAT）などに

所属し、調整を行った。 

・国家HTCパイロット週間についてはNACOPのC/Pにより第15回

ICASAで口頭発表（主催者招待）された。 

2-4 評価および計画策定能力強

化のために州レベルでの

HTCにかかわる四半期報告

会を支援する。 

・具体的な活動は、終了時評価時点においてはいまだ開始されて

いない。 

2-5 民間企業との連携によるモ

バイルVCTサービスの実施

を試行する。 

・ニャンザ州ニャンド県をパイロット県として選定し、2006年11

月に関係者を招いてのワークショップを開催した。 

・2008年６月にモバイルVCTのための車両および視聴覚機材を供

与し、モバイルVCTサービス実施体制を整えた。 

・また、2008年７月にプロジェクト、NASCOP、ニャンド県保健

局、ニャンザ州保健局との間でMOUを締結した。 

・終了時評価時点までに職域およびコミュニティにおいて、合計

７回のサービス（合計12日間）が実施され、計1,222人がサービ

スを受けた。 

・本活動に関する報告書はプロジェクト終了までに取りまとめら

れる予定である。 

3-1 若者のHIV/エイズ情報に

かかわる理解について調査

する。 

・2007年４～５月にベースライン調査（量的・質的調査）を実施

した。 
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3-2 若者のHIV/エイズの理解

促進のためのラジオ番組を

制作し放送する。 

・ラジオ番組「Kimaosomaso」を制作し、2007年３月18日より、

79本の番組を放送した。 

・７ラジオ放送局の番組制作担当者９名に、2007年10月、HIV/エ

イズ予防をメッセージとするラジオスポット制作研修を実施し

た。研修後、スワヒリ語、ルオ語、ルヤ語、カレンジン語、ソ

マリ語、英語で、合計37本のラジオスポットが制作され、６局

で放送された。 

3-3 ラジオ番組の効果を評価す

る。 

・モニタリング方法を確定し、実施した。 

・若者聴取者を対象としたフォーカスグループディスカッション

を計24グループで実施した。参加者は計242人（男性）、106人（女

性)であった。 

・若者の親（保護者）を対象としたフォーカスグループディスカ

ッションを計３グループ実施した。参加者は計18人（男性）、７

人（女性）であった。 

・聴取者参加イベントにおいて、応募した1,174人のうち、行動変

容に係る経験を述べた８人を選定した。また、彼らの証言の一

部は、2008年12月に開催された第15回ICASAのサテライトセッ

ションで発表された。 

3-4 ラジオ番組を教材化し、

HIV/エイズ理解促進のた

めに活用する。 

・教材化のため、ラジオ番組の文字記録（100番組）を作成した。

・番組内容の要旨を新聞と雑誌に掲載するため、若者を対象とし

た広報啓発記事の作成に着手した。 

・ラジオ番組とともに活用するファシリテーションガイドの作成

に着手した。 

4-1 HIV検査サービスの質にか

かわる現状を把握する。 

・カウンセリングおよびHIV検査の質保証に係るスーパーバイザ

ーの配置把握を2006 年と2007年に実施した。調査の結果、国内

に臨床検査技師が極端に不足していることが明らかになった。

・2009 年２月にVCTクライアントに対する出口調査を実施した。

4-2 HTCサービス提供者の知識

や技術向上のための研修を

実施する。 

・HIV検査に係るスーパーバイザー研修受講資格をもたない30県

の臨床検査技師34人に、同研修の受講要件であるVCTカウンセ

ラー資格を修得させた。 

・HIV検査に係るスーパーバイザーを、新たに98人養成した（上

の基礎資格修得者を含む）。 

・新規ラボスーパーバイザーに対するフォローアップを2008年６

月に実施した。HIVカップルカウンセリングに係る州レベルで

の研修トレーナー23人を養成した（2008年２月）。 

・州レベルでの研修トレーナーによって国家VCT認証サイトから

選抜された合計236人のVCTカウンセラーに、カップルカウン

セリングの研修が実施された。 

4-3 国家VCT認証制度を支援す

る。 

・国家VCT認証結果（2005年と2006年）を分析し、2006年の

PASCO/DASCO年次会合で報告した。 

・国家VCT認証結果（計４回）と動向分析を、2009年の

PASCO/DASCO年次会合で発表した。 

・2007年（第３回）国家VCTサービス認証に、応募可能な725サイ
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トのうち、285サイトが応募し、うち110サイトが認証された。

・2008年（第４回）国家VCTサービス認証に、応募可能な789サイ

トのうち299サイトが応募し、うち146サイトが認証された。 

・第17回国際エイズ会議（メキシコシティ）で、同制度の2005年

から３年間の推移を示説発表した。 

4-4 HTCサービス提供者を支援

する教材や資料を開発し、

配布する。 

・HTCカウンセラーのための「HIV/AIDSサービス便利帖（ディレ

クトリ）」を開発準備中。 

 

３－３ 成果の達成状況 

以下は、各成果の達成状況をPDM２上に設定された指標に基づきレビューした結果である。 

 

（１）成果１：HIV検査に係るモニタリングおよび評価体制が強化される。 

 指標①「2009年６月までに、HIV検査サービス報告書提出率が90％以上になる」については、

プロジェクト開始以降順調に増加し、2008年第１四半期に89.4％になったが、その後、旧保健省

の保健情報課が横断的に新たな報告用紙を全国導入したという外部要因のため、同年第４四半期

には50％程度と下がることとなった。中間評価で追加された指標②「2009年６月までにモニタリ

ング県においてより多くの報告書が期限内に提出されるようになる」、指標③「2009年６月まで

に、モニタリング県においてより多くの適切な内容の報告書が提出されるようになる」について

は、モニタリング県の設定およびベースライン調査を実施したが、大統領選挙後の県の分割によ

り混乱が生じ、実施体制が整わなかった。指標④「2009年６月までに、国家データの要約版が配

布されるようになる」についても、同様に県の分割の混乱により、国家データにすべての県の情

報が含めることができていない。 

 

指標 2009年３月13日時点での実績 

2009年６月までに、HIV検査サー

ビスの報告書提出率が90％以上に

なる。 

2008年の報告率は、第１四半期の89.4％、第２四半期の85.5％

から、第３四半期には71.7％にまで減少し、第４四半期には

さらに50％ほどになった。こうした背景には、同年に旧保健

省HMISにより、新たな報告用紙(MOH711）が導入されたこと

による。 

2009年６月までに、モニタリング

県においてより多くの報告書が期

限内に提出されるようになる。 

2009年６月までに、モニタリング

県においてより多くの適切な内容

の報告書が提出されるようにな

る。 

中間評価を受けてモニタリング県を設定し、ベースラインデ

ータを収集したが、具体的な活動の実施には至っていない。

これは、選挙前後に県が分離したことで県数が倍増し、実施

体制が整わないことによる。 

2009年６月までに、国家データの

要約版が配布されるようになる。 

現在の国家データにはすべての県の情報が含まれていない。

 



 

＜今後の課題＞ 

・人材育成と設備等の供与を通じて、すべての行政レベル（中央、州、県）と医療施設におけるデ

ータ管理能力をさらに強化させる。特に、県数の増加を踏まえ、適切な報告書が適時に県から

HMISに提出されるよう、県レベルにおけるM&E能力の強化が急務である。 

・州、県および医療施設でデータを管理する職員を対象に、新たな報告用紙や記録用紙に関する研

修や再研修を実施する。また、州および県の保健マネージメントチームに対する研修を実施する。

 

（２）成果２：中央レベルでのHTC促進に係る調査検討および政策策定能力が強化される。 

 指標（「少なくとも１つの国家ガイドラインと２つの付随文書が作成される」）に照らし合わせ

て、本成果は達成されたといってよい状況にある。プロジェクトは、ワーキンググループのメン

バーとして、他援助機関との協力のもとで国家HTCガイドラインと、関連するオペレーショナル

マニュアルやトレーニングマニュアル等の付属文書の開発を行った。国家HTCガイドラインにつ

いては、10,000部が印刷され、現在普及のためのオリエンテーションパッケージを開発中である。

なお、成果１の達成度が十分でないにもかかわらず本成果がほぼ達成されているのは、本成果（ガ

イドライン等の策定）は、大規模な人口調査、他援助機関もしくはプロジェクトが実施したオペ

レーショナルリサーチ等の結果得られたデータに基づいて行われたことによる。 

 

指標 2009年３月13日時点での実績 

2009年６月までに、少なくとも

１冊のHTCに関する国家ガイ

ドラインと、複数冊の関係付属

書、関連図書が出版される。 

・プロジェクトがその策定に参加した「国家HTC政策ガイドライ

ン」(National Guidelines for HIV Testing and Counseling in Kenya）」

が、2009年２月に公衆衛生省より発行された。 

・国家PITCトレーニングマニュアル（National PITC Training

Manual）が発行された。 

・４つの付属書のドラフトが作成された：「VCTサービス実施マニ

ュアル」（前モバイルVCTサービス実施マニュアル）、「若者と

VCTサービス」「ラボラトリスーパーバイザー・トレーニングマ

ニュアル」「カップルカウンセリング・トレーニングマニュア

ル」 

・国家HTCトレーニングマニュアル作成作業を開始した。 

プロジェクトが印刷・配布した

文書数 

・「国家HTC政策ガイドライン」が10,000部印刷された。 

 

＜今後の課題＞ 

 国家HTCガイドラインは、まもなく全国配布される。2010年までにユニバーサルアクセスを実現

するために、一般人口はもちろん、ケニアエイズ指標調査概要（KAIS）2007年版等で明らかとな

った最も感染リスクの高い個々のグループに対して、最も効果的かつ効率的な戦略（VCT、PITC
等）を用いて、その達成に努める。また、その検証を行う。 
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（３）成果３：若者を対象としたHIV/エイズの正しい知識と検査の受診が促進される。 

本成果はNASCOPの通常業務であるが、NGOであるBBC-WST がメディア活動（ラジオ番組の

制作と報道）を実施している。中間評価時までは、メディアの目的とその効果を測る方法に関し

て両者のコンセンサスが十分に確立されていなかったが、中間評価において目的を関係者間で確

認するとともに、指標を修正したことを受けて、両者のパートナーシップは改善されている。そ

の結果、本成果は指標（「ラジオ番組を契機とした視聴者による若者間あるいは親・保護者との

ディスカッション実施」「ラジオ番組の内容の適切性」「ラジオ番組を視聴することによる新規

感染予防のための行動変容の有無」）に照らし合わせて順調に進捗している。メディア活動を通

じて得られた主な結果と今後の活動に向けての提案は、終了時評価時点で“Evaluation Narrative 

Report（ドラフト）”として取りまとめられている。報告書によれば、視聴者はラジオ番組によ

ってHIV感染の危険性を認識しただけでなく、彼らがHIV感染のための検査を行うことにも直接

的な影響を与えたとのことであるが、ラジオ番組は都会の若者に対しては有効であった反面、遠

隔地の若者の検査促進には十分につながっていないとの指摘もある。 

 

指標 2009年３月13日時点での実績 

ラジオ番組を契機として視聴者が若者間

あるいは親・保護者とのディスカッショ

ンを行ったか。 

 ラジオ番組を聴いたことにより、リスナーが若者同士

および親や教師等とHIV/AIDS等に関するディスカッシ

ョンの機会をもったとの調査結果が確認された。リスナ

ーの証言例は以下のとおり。 

・ラジオ番組により、最近はセクシャルヘルス等につい

て周囲の人々とオープンに議論ができるようになっ

た。 

・同様に、家族とも自由に議論ができるようになった。

・ラジオ番組で議論されたことについて他の人を教育し

ている。 

（ドラフトEvaluation Narrative Report,p.28） 

ラジオ番組の内容は、若者の行動変容を

促進するために適切なものであるか。 

 ラジオ番組の適切性に係るリスナーの証言は以下のと

おり。 

・ラジオ番組は、これまでタブーとされてきた事柄をオ

ープンにし、リプロダクティブヘルスに関する情報を

伝達するために阻害となっていた伝統的・社会的な考

え方に変化をもたらしている。 

・HIV/AIDSやセクシャルリプロダクティブヘルスにつ

いての知識が向上した。 

・若者に対してHIV/AIDSやセクシャルリプロダクティ

ブヘルスに関するコミュニケーションの方法について

教育することを通じて、社会がこれらのトピックに対

してよりオープンになった。（ドラフトEvaluation

Narrative Report, p.26） 

ラジオ番組を視聴することによって、新

規感染予防のための行動変容があった

か。 

 リスナーの行動変容に関する証言は以下のとおり 

・HIV感染のリスクについてより認識が向上した。 

・HV検査の重要性を理解し、周囲の人々に受検を勧めた。
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・ラジオ番組を聴いたことにより、HIV検査を受けた。

・HIV/AIDSやセクシャルリプロダクティブヘルスについ

て若者同士、両親、教師等とより自由に議論ができる

ようになった。 

・性感染症、HIVの予防やコンドームの使用について､よ

り自信をもつことができるようになった｡多くの聴取

者が、ラジオ番組の影響によって特にパートナーとの

性的関係に関しての行動変容があったと答えている。

（ドラフトEvaluation Narrative Report, p.30、33） 

 

＜今後の課題＞ 

 プロジェクトでは、これまでBBC-WSTに委託実施してきたラジオ番組を今後最大限に活用する

方法を検討している。ラジオ番組に基づく啓発教材の具体例として、ファシリテーションガイドを

開発すること、および既存の番組の文字記録に基づいて新聞と雑誌用の広報・啓発記事を作成する

ことである。今後は、既存のメッセージをより多くの若者に伝えるためより多くのチャンネル(手

段）を開拓することが必要である。 

 

 プロジェクト終了後、将来的には、行動変容のために有効なIEC戦略（特定の社会的グループに

対して有効なメッセージとそのメッセージを伝える方法）を開発することが望まれる。特に、

KAIS2007において、高い感染リスクをもつと明示されたグループへのIEC戦略の開発が急務であ

る。 

 

（４）成果４：HIV検査サイトにおいて、良質のHIV検査サービスが提供される。 

 本成果は下表のとおり、達成に向けて順調に進捗している。保健医療施設のサービス提供者の

能力向上に関しては、国家機関としてのNASCOPに専門家を配置し、当該機関への直接的な支援

を日常業務とするプロジェクトの性質上、本成果が対象とするフィールドでの支援は、サービス

の質向上のための臨床検査技師を対象としたスーパーバイザーの養成を中心に、選抜されたカウ

ンセラーに対してVCTサービス上、新しい要請であるカップルカウンセリング研修を実施した。

また、質向上に係る取り組みの評価の一環として、VCTセンターの出口調査の分析を実施した。 

 

指標 2009年３月13日時点での実績 

2009年６月までに、国家登録VCT施
設のうち、応募可能な施設の40％が

応募する。 

2009年６月までに、応募施設の30％

が認証を得る。 
 

 2006年 2007年 2008年 

申請 29.0％ 39.3％ 37.9％ 

認定 39.3％ 38.6％ 48.4％ 

選定VCTサイトで実施した利用者

満足調査（出口調査の質問第24）に

おいて、「とても満足している」あ

るいは「ほぼ満足している」との回

答率が増加する。 

・利用者満足度調査のためのデータ収集県が選定され、2009

年２～３月に調査が実施された。調査に基づくベースライ

ンデータは近く入手可能の見込みである。 
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＜今後の課題＞ 

 プロジェクトで養成したラボラトリ・スーパーバイザーの実績を引き続きモニタリングし、必要

なフォローアップを行うとともに、新設県にもスーパーバイザーを配置することが必要である。ま

た、VCTからHTCへとHIV検査サービスが拡大されたなか、HTCサービスのための認定メカニズム

を開発することが望まれる。 

 不十分なインフラ、検査キットの現場レベルでの不足、サービス提供者の高い離職率は、今後の

課題として残されている。特に、2008年末をもってグローバルファンドによるHTCカウンセラーの

雇用が終了したことから、閉鎖を余儀なくされている施設が出始めていることに留意が必要であ

る。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成状況 

＜プロジェクト目標＞ 

 15～24歳の若者のHIV検査数が増加する。 

 ケニアにおいてVCT検査を受けた国民の数は2005年以降増加し続けていることから、プロジェクト

は、プロジェクト目標（指標：ケニア国民（特に15～24歳の若者）のHIV検査数が年間10％増加する）

の達成に向け、他援助機関との協力のもとで徐々に、しかし確実に（KNASPで設定された国家ター

ゲットに合致している）進捗している。15～24歳の若者のVCT検査数に関して、プロジェクトが過去

２年間に収集したデータをみると10％以上の増加率を記録しており、プロジェクト目標は現時点で達

成している。プロジェクトが収集した指標はHTCの一部であるVCTのみであるにもかかわらずこれだ

けの実績が上げられていることから、ケニアにおけるHTC総検査数についていえばそれ以上の達成状

況であるといえる。しかしながら、2010年までに国民の80％以上がHIVステータスを知るようになる

というケニア政府の国家目標の達成には至っていないことから、今後に向けて更なる努力が望まれる。 

 

 検査件数（全人口） 増加率 検査件数(15-24歳） 

2005年 499,448 48％ （データ取得不可） 

2006年 734,414 16％ （データ取得不可） 

2007年 850,097 - 125,581 

2008年（第三四半期まで） 788,317 - 143,759 

 

３－５ プロジェクトの実施プロセス 

（１）計画内容に関すること 

１）プロジェクト形成時に作成されたPDM0は、その作成プロセスにケニア側C/Pの参加が限定

的であったことから、プロジェクト開始時に、PDM0がC/Pの一部に知られていなかった。 

２）また、PDM0では明確なプロジェクト指標が設定されていなかったことから、第１回JCCま

では、関係者間でプロジェクトのめざす方向について、一致した見解が得られていなかった。

特に、アウトプット３を実施するNGOとプロジェクト、JICAケニア事務所間での活動の目的

と活動の成果を測る方法に関して合意が得られたのは中間評価直前であり、このことは成果３

の進捗を妨げた。 
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（２）実施プロセスに関すること 

１）保健省の２分割に伴う2007 年12月末に実施された大統領選挙後の混乱に対する政治的危機

解決策として、連立政権が樹立され、保健省の２省分割（公衆衛生省と医療サービス省）が決

定されたが、分割後のC/P機関の位置づけおよび業務掌握は不明慮の時期が続いた。また、新

体制下でプロジェクトマネージャーの任命が遅滞したことで、JCCによる改訂版PDMの正式な

承認が適切なタイミングで行われなかったなど、プロジェクトの進捗に支障があった。 

２）選挙後に県数が以前の76県から150県へと倍増したが、すべての新設県にDASCOが配置され

ていないことから、データ入手が困難となった。特に、県数の増加はPDMの外部条件の変更

（州および県の機能が大幅に変更されない）であり、成果１と４の進捗状況に影響を及ぼした。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 妥当性 

 上位目標およびプロジェクト目標は、ケニアのエイズ分野における政策、日本当該分野に対する援

助政策、現地ニーズに照らし合わせて、現在でも整合性が認められる。  

 

（１）ケニア国家政策との整合性 

「国家保健セクター戦略計画：National Health Sector Strategic Plan of Kenya：NHSSPII」

（2005-2010）は、ケニア政府および当該国の保健セクターで活動する援助機関がめざすべき共

通の戦略である。同戦略においては、HIV/エイズ対策はミレニアム開発目標（MDGs）を長期目

標とした重要課題として掲げられており、具体的な指標目標として「15～24歳の若者のHIV感染

を25％減少する」とされている。  

同戦略に沿って策定されたエイズ対策戦略が、「国家エイズ戦略計画：Kenya National 

HIV/AIDS Strategic Plan：KNASP II」(2005/6-2009/2010）である。本プロジェクトのプロジェ

クト目標および上位目標は、同戦略の３つの優先課題のうち、優先課題１「新規HIV感染の予防」

と合致している。 

 

（２）日本の援助政策との整合性 

プロジェクト目標と上位目標は、「保健と開発」に関するイニシアティブとも整合性がある。

イニシアティブは、HIV/エイズ対策の具体的な活動として、若者に重点を置いたHIV/エイズ感

染症リスクを低下させるための住民への予防啓発活動の資機材やコンドームの供与、予防啓発活

動を行う人材育成の支援が挙げられており、効果的な予防策として、特にHIV/エイズ感染症リ

スクの高いグループをターゲットに迅速に支援を行うことが指摘されている。 

 

（３）プロジェクトの対象選択の適切性 

インタビューを行ったすべての関係者は、プロジェクトの対象は適切に選択されていると評価

している。NASCOP/MOHが、2008年７月に発表した「ケニアエイズ指標調査概要2007年版：Kenya 

AIDS Indicator Survey（KAIS）2007」（Preliminary Report）によれば、15～24歳の若者の感染率

は依然として高く、同年齢層では女性の感染率が男性の感染率を上回る。他方、同調査には、そ

の他の年齢層、特に老年期の男性の感染率が高く、若い女性とともに対策が必要であること、お

よび近年では30～34歳の感染率がどの年齢層よりも高いことが示されている（図４－１参照）。 
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図４－１ 年齢別・性別によるHIV感染率 3 
 

４－２ 有効性 

 指標に照らし合わせると、プロジェクト目標は現時点において達成されている状況であり、有効性

は高いと判断される。成果の達成状況には差があるものの、ほとんどの成果はプロジェクト目標達成

のために貢献している。すべての成果が、達成に向けて順調に進捗しているわけではない状況におい

て、既にプロジェクト目標が達成されているのは、プロジェクト目標がKNASPで示された共通の目

標に沿ったものであることによるところが大きい。つまり、プロジェクトは他援助機関と歩調を合わ

せることによってプロジェクト目標を達成したといえる。 

他方、成果の達成を阻害した要因としては、2007年12月末に実施された大統領選挙後の混乱に対す

る国際調停団による政治的危機解決策として、大連立政権が樹立され、保健省の２省分割（公衆衛生

省と医療サービス省）が決定され、分割後のC/P機関の所属（位置づけ）および業務掌握が不明慮の

まま推移したことや、選挙後に県数が以前の76県から150県へと倍増し、新設県へのDMOHや DASCO、

DHR/IOの任命が遅延するなか、データ入手が困難となったことなどが挙げられる。特に、県数の増

加はPDMの外部条件の変更（州および県の機能が大幅に変更されない）であり、成果１と４の進捗

状況に影響を及ぼした。 

以上のプロジェクトの特徴を踏まえれば、プロジェクトは共通の目標の達成にどのように貢献した

かとの観点から評価することがより適切であり、その詳細については「３－４ プロジェクト目標の

達成状況」に記述してあるとおりである。共通の目標達成に向けたプロジェクトの貢献を最大限にし

た要素は３つある。第１に、中央政府を主要C/Pとし、日本人専門家を政府の中央機関であるNASCOP

に派遣したことである。これは、プロジェクトがケニアの政策策定プロセスに乗ることを可能にした。 

第２は、JOCV、医療特別機材供与、無償資金協力といった日本政府の他スキームとの連携を促進

したことである。これは、特に通常のVCT活動および国家HTCキャンペーンを通じたHIV検査受検者

数の増加に大きく貢献した。最後は、当該国における多くの援助機関が、どちらかといえばHIV検査

数により留意した支援を行っている状況において、プロジェクトはHIV検査数のみならず、そのサー

ビスの質向上との両面に配慮した支援を行ったという希少性にある。 

                             
3  KAIS 2007 Preliminary Report 
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４－３ 効率性 

＜日本側およびケニア側の投入＞ 

プロジェクトの支援範囲および業務量に比較し、プロジェクトに派遣された日本人専門家の数（長

期専門家２名、短期専門家１名）は少なく、効率的ではあったが、業務負荷の面では課題が残った。

他方、ケニア側C/Pによれは、専門家の数、配置のタイミング、専門性は適切であった、というのが

関係者のほぼ一致した見解である。日本による機材供与に関しては、品目や数量は適切であり、供与

されたすべての機材は日常業務において十分に活用されている。他方、プロジェクトオフィスの建設

がプロジェクト開始から１年後になってしまったことや車両調達後の実際の運用までに時間を要し

たことから、タイミングの適切性は高くない。 

 

＜プロジェクト実施の効率性＞ 

プロジェクト実施の効率性を高めた要因としては、日本のODAリソースを最大限に利用したこと

のほか、他援助機関との積極的な協力を促進したことが挙げられる。後者については、中央レベルで

は国家HTC政策ガイドラインをワーキンググループのメンバーとして作成したことや、全国HTCキャ

ンペーンを実施し、フィールドレベルではFamily Health International（FHI）、JHPEIGOやその他の

APHIA II の実施団体、DSW/GTZ、Liverpool VCT Care and Treatmentとの協力によって、各種研修

やVCT認定制度を促進したことが挙げられる。他方、プロジェクトに派遣された専門家の数が不十分

であったことや、保健省の２分割に伴うケニア人プロジェクトマネージャーの配置手続きが遅滞した

ことは、プロジェクト実施の効率性を低くした要因として指摘される。 

 

また、JICAケニア事務所との契約のもと、NGOであるBBC-WSTに委託した行動変容のためのメデ

ィアキャンペーン活動については、定性的な指標は設定・見直しされていたものの、定量的指標が設

定されなかったことから終了時評価時点において費用対効果を的確に判断することは困難である。今

後、本プロジェクトの活動を通じて得られた成果を活用することができれば、効率性の向上に貢献し

得る可能性がある。 

 

４－４ インパクト  

＜上位目標＞ 

 HIV検査の促進を通じて、HIV感染リスクに対する人々の行動が変容する。 

 

指標 2009年３月13日時点での実績 

HIV感染リスクを避けるような行動を取るよう

行動変容を達成した住民数 

終了時評価時点において、行動変容に関する指標

にはそれほど目立った進捗はみられない。 

 

インパクトを測るための定量的な指標が設定されないままに終了時評価を迎えることとなったが、

その理由には、2007 年７月に開催された第１回JCCにおいて、プロジェクトで設定されているイン

パクトの内容はプロジェクトが単体で達成できるものではなく、ケニア政府と当該国において同分野

への支援を行うすべての援助機関がめざすべき共通の目標であることがプロジェクト関係者間で認

識されたことがある。 

したがって、終了時評価に際してインパクトを定量的に測ることはできないものの、成果３のもと

- 17 -



 

で実施されたメディア活動を通じて得られた定性的な情報からは、プロジェクトが上位目標の達成に

向けて順調に進捗していると判断できる。   

上位目標に達成するまでにはさらに時間がかかることは関係者の共通した見解である。HIV検査の

促進（プロジェクト目標）は人々の行動変容に向けての一つの重要なステップであるが、１回のみの

検査ではなく、繰り返し検査を受けることで個々人が定期的に自らの最新の状況を把握し、新規感染

のリスクにつながる行動を回避するようになる（上位目標）。 

 終了時評価時点において、ネガティブなインパクトは報告あるいは観察されていない。 

 

４－５ 自立発展性 

＜政策的・財政的自立発展性＞  

 ケニア政府は今後とも援助機関による技術的・財政的支援を得てHIV/エイズ対策を強化していく

というのが関係者の共通した見解である。財政面ではNASCOP／公衆衛生省は依然として援助機関の

支援に頼っているところが大きいものの、NASCOP／公衆衛生省は活動を継続していくための資金調

達とドナー調整を積極的に行っていることから、プロジェクトを通じて発現された結果が今後とも持

続・発展される可能性は高い。  

 

＜組織的・技術的自立発展性＞ 

 プロジェクト終了後の組織的自立発展性も確保されていると判断される。これは、プロジェクト活

動がC/P機関であるNASCOPの通常業務の中に完全に組み込まれる形での支援となっており、よく見

られるような、プロジェクトを実施するために実施機関を立ち上げるというアプローチが取られてい

ないことにも関係している。NASCOP職員のおよそ９割が常勤であり、彼らは日本人専門家とともに

日常業務をこなすことによって、重要な行政ツールとしてのプロジェクト・サイクル・マネジメント

（Project Cycle Management：PCM）（計画、実施、評価）を習得した。他方、今後の課題として、適

切な計画のためのデータ手続きと分析能力の向上のほか、県および医療施設レベルに対するプロジェ

クトの支援は間接的で限られていることや医療スタッフの高い離職率もあり、県および医療施設レベ

ルにおける技術的な自立発展性の確保が挙げられる。 

 

４－６ 結 論 

プロジェクトは、変化の早いHIV/エイズ対策分野において、ケニア政府の開発ニーズに迅速に対

応してきた。プロジェクト目標は、選挙後の混乱の影響を受けていくつかの成果が今だ達成されてい

ないなかにあって、他援助機関との協力によって既に達成されている。 

プロジェクトがKNASPに沿っており、国家システムに組み込まれていることによって国家ガイド

ラインやマニュアルの策定への貢献度を高めている。また、特に日本の他のODAスキームとの連携、

特に無償資金協力による検査キットの調達、および他援助機関との協力によってその貢献度を最大限

にしている。こうしたアプローチはプロジェクト実施の効率性を高めることにもつながっている。 

ケニア政府の政策的なコミットメントおよびHIV/エイズ対策を実施するための資金調達に向けた

努力はプロジェクト終了後も継続するであろうというのが関係者の共通した見解である。しかしなが

ら、各行政レベルにおける能力強化は今後に残された課題である。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

＜残りのプロジェクト期間に係るプロジェクトに対する提言＞ 

（１）HMIS（公衆衛生省保健情報課）との協力のもとで、MOH711のための新しいHTC指標とデー

タ収集ツールを更新すること（活動1-1） 

（２）登録VCTサイトに関するリストを更新すること（活動1-3） 

（３）ドラフト文書の最終版を作成すること:「アウトリーチVCTサービス実施手順」「若者向けVCT

サービスに係る手引き」「ラボラトリースーパーバイザートレーニングマニュアル」「カップルカ

ウンセリングトレーニングマニュアル」（活動2-2） 

（４）ニャンド県において民間セクターとの協力で実施しているパイロット・モバイルVCT活動に関

して、その経験を将来的に他地域と共有できるように、報告書を完成すること（活動2-5） 

（５）ラジオ番組に基づいて作成した教材に関するファシリテーションガイドを確実に完成すること、

また、NASCOPはファシリテーションガイドの配布を確実に行うこと（活動3-4） 

（６）県の協力を得て、国家リファラルサービスディレクトリを完成すること（活動4-4） 

 

＜将来的な課題として＞ 

（１）公衆衛生省は、新フォーマットであるMOH711の全国配布とHIV検査サービスの報告書提出率

の状況をモニタリングし、それらのデータを省内の関連部署と共有するためのシステムを構築す

ること 

（２）NASCOPは、HTCサービスのスケールアップとともに質の向上を強化すること、またVCTセン

ター数が増加している状況を踏まえ、現存のVCT認定制度のフィージビリティと持続性を再検討

すること。NASCOPは、遠隔地の若者を対象にした行動変容に関する戦略を開発すること 

（３）NASCOPは、国家HTC政策ガイドラインに沿った総合的な研修カリキュラムを開発し、医療施

設のサービス提供者に対する研修を実施すること 

（４）NASCOPは、エビデンスに基づく政策を策定するためにモニタリング・評価機能をより強化す

ること 

 

５－２ 教 訓 

＜プロジェクト形成にあたっての留意点＞ 

（１）ベースラインデータに基づいて定量的指標を設定しておくことで、プロジェクト関係者間でプ

ロジェクトが最終的にめざす到達点に関しての共通認識が確立されるだけでなく、実施プロセス

においては指標に基づいてプロジェクトの進捗状況が把握でき、プロジェクト終了時にはプロジ

ェクト実施の効果を適切に把握することが可能になる。 

（２）プロジェクトの計画プロセスに関係者を巻き込むこと、より具体的には、PDM策定をなるべ

く多くの関係者参加のもとで実施することによって、プロジェクト実施におけるC/Pのオーナー

シップを醸成し、C/Pと日本人専門家とのパートナーシップの確立にもつなげる。 

 

＜支援アプローチに関する事項＞ 

（１）相手国の国家レベルの機関（本プロジェクトでいえば、NASCOP）にプロジェクト活動の拠点
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を位置づけることは、政策決定者と頻繁に対話をすることが可能となり、プロジェクトが当該国

政府の政策ニーズに対する貢献度を高めることにつながる。また、変化の早いドナー環境の中に

あって、緊急ニーズへの迅速な対応も可能になる。 

（２）（プロジェクトが国家レベルへの支援を中心としながらも）フィールドを対象にしたコンポー

ネントを含んでいる場合には、国家レベルの活動とフィールドレベルの活動とをつなげるメカニ

ズムを確立することでプロジェクトの貢献度がより高まる。 

（３）プロジェクトが国家政策、ガイドライン策定やシステムづくりを支援することによって、自立

発展性が確保される。政策やガイドラインを作成する際には、できるだけ多くの関係者の参加を

得ることで、政策やガイドラインの円滑な実施につながる。 

（４）本プロジェクトでは、C/Pにプロジェクト活動で得た経験を学術的な論文としてまとめて国際

的な機会を利用して発表することを奨励してきたが、これはC/Pの動機を高め、彼らの自信を確

立するのに効果的であった。 

 

 以上に加えて、合同評価報告書には記述していないが重要であると思われるところ、以下の課題を

本報告書に追記する。 

 

＜プログラムの構成要素であるプロジェクトをデザインする際の課題＞ 

本プロジェクトは、「ケニア国エイズ予防プログラム」の主要案件 4 である。プログラムのシナリ

オについていえば、プロジェクトの組み合わせによってその一つ上の結果レベルであるプログラム目

標が達成されるというのが通常の形であるが、JICAが近年促進している「戦略的なプログラム」は「ケ

ニア国エイズ予防プログラム」も含め、基本的には従来のスキーム連携とあまり変らない。プログラ

ムを構成するための選択肢（技術協力プロジェクト、無償資金協力、医療特別機材供与、ボランティ

ア派遣）が限られているうえ、技プロ以外の案件については単体での実施によって発現される結果の

レベルが、プロジェクト実施によって得られる結果のレベルまでには及ばない。プロジェクト同士の

組み合わせではなく、プロジェクトとそれ以外の案件との組み合わせによるプログラムに見られる傾

向として、プログラムの軸となる技プロ〔ケニアプログラムの場合には、Technical Cooperation 

Projection Strengthening People Empowerment Against HIV/AIDS in Kenya（SPEAK）がこれに相当する〕

のスコープが大きくなりがちである。そして、それゆえに、プロジェクトのフォーカスも不明慮にな

りがちであるため注意が必要である。以上の特徴は、本プロジェクトにも顕著に現れている。 

今後も技プロがプログラムの軸になるという形のプログラム化が進んでいくのであれば、プログラ

ム化の中でのプロジェクトのあり方に配慮する必要がある。本件ではフェーズIIの形成も検討されて

いるが、同プロジェクトの枠組み形成の留意点については、「プログラム評価 ケニア国エイズ予防

プログラム報告書」（平成20年９月） 5 に記述してある。 

 

                             
4 当該プログラムに関しての詳細は、「プログラム評価 ケニア国エイズ予防プログラム報告書」（平成20年９月）を参照。 

5 同上、「第６章 提 言」を参照。 
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と
経

験

資
料

レ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
、

業
務

完
了

報
告

書
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

事
業

進
捗

報
告

書
資

料
レ

ビ
ュ

ー
、

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

投
入

実
績

表
、

質
問

票

投
入

実
績

表
、

質
問

票

P
D

M
修

正
の

軌
跡

と
変

更
理

由

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

記
録

日
本

人
専

門
家

に
よ

る
技

術
支

援
方

法
の

比
較

優
位

性
に

関
す

る
N

A
S
C

O
P

の
見

解

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
、

業
務

完
了

報
告

書
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

事
業

進
捗

報
告

書

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
、

業
務

完
了

報
告

書
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

事
業

進
捗

報
告

書

N
A

S
C

O
P

の
主

要
C

/
P

　
3
.妥

当
性

日
本

の
技

術
・

ノ
ウ

ハ
ウ

の
比

較
優

位
性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

計
画

の
妥

当
性

日
本

が
本

案
件

に
協

力
す

る
上

で
の

技
術

的
な

ノ
ウ

ハ
ウ

は
あ

っ
た

か
。

2
. 
実

施
プ

ロ
セ

ス

技
術

支
援

の
方

法
日

本
人

専
門

家
に

よ
る

技
術

支
援

の
方

法
は

ど
の

よ
う

な
点

が
有

効
で

あ
っ

た
の

か
。

活
動

の
進

捗
状

況

外
部

条
件

に
変

化
は

あ
っ

た
か

。
そ

れ
に

よ
る

影
響

は
あ

っ
た

か
。

そ
れ

に
対

す
る

対
応

は
適

切
で

あ
っ

た
か

。

P
D

M
、

詳
細

活
動

に
軌

道
修

正
が

行
わ

れ
た

か
。

行
わ

れ
た

と
す

れ
ば

、
そ

れ
は

適
切

で
あ

っ
た

か
。

定
期

的
な

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

が
行

わ
れ

た
か

。
ど

う
い

っ
た

方
法

で
行

わ
れ

た
か

。

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
実

施
状

況

C
/
P

の
配

置
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
へ

の
参

加
は

十
分

で
あ

っ
た

か
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

3
の

達
成

度
：
新

規
感

染
を

予
防

す
る

た
め

、
H

IV
/
エ

イ
ズ

に
関

す
る

正
し

い
情

報
が

マ
ス

メ
デ

ィ
ア

を
通

じ
て

発
信

さ
れ

る
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
度

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

4
の

達
成

度
：
H

IV
検

査
サ

イ
ト

に
お

い
て

、
良

質
の

H
IV

検
査

サ
ー

ビ
ス

が
提

供
さ

れ
る

。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

2
の

達
成

度
: 
中

央
レ

ベ
ル

で
の

H
C

T
促

進
に

係
る

調
査

検
討

及
び

政
策

策
定

能
力

が
強

化
さ

れ
る

。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

1
の

達
成

度
：
H

IV
検

査
に

係
る

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

及
び

評
価

体
制

が
強

化
さ

れ
る

。
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評
価

項
目

必
要

な
デ

ー
タ

情
報

源
調

査
方

法

大
項

目
小

項
目

評
価

設
問

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

は
あ

る
か

。
阻

害
要

因
と

対
処

方
法

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

事
業

進
捗

報
告

書
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
資

料
レ

ビ
ュ

ー
、

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
を

達
成

す
る

た
め

に
十

分
で

あ
る

か
。

外
部

条
件

と
因

果
関

係
か

ら
確

認
さ

れ
る

計
画

の
論

理
性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
連

資
料

資
料

レ
ビ

ュ
ー

対
象

地
域

の
安

定
度

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
育

成
さ

れ
た

ス
タ

ッ
フ

の
定

着
率

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

進
捗

報
告

書
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
資

料
レ

ビ
ュ

ー
、

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

H
IV

検
査

の
た

め
の

検
査

キ
ッ

ト
の

供
給

状
況

と
カ

ウ
ン

セ
ラ

ー
の

配
置

状
況

各
種

報
告

書
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
資

料
レ

ビ
ュ

ー
、

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

新
た

な
外

部
条

件
の

有
無

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

期
待

さ
れ

た
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
を

得
る

た
め

に
予

定
さ

れ
た

活
動

が
適

切
に

実
施

さ
れ

た
か

。
「
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

実
績

」
及

び
「
活

動
実

績
」
の

調
査

結
果

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

進
捗

報
告

書
等

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

達
成

を
阻

害
し

た
要

因
ま

た
促

進
し

た
要

因
は

あ
る

か
。

阻
害

要
因

と
対

処
方

法
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

等
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者

州
と

群
の

マ
ン

デ
ー

ト
と

予
算

の
大

幅
変

更
の

有
無

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

ロ
ー

カ
ル

ラ
ジ

オ
局

と
契

約
機

関
に

よ
る

ラ
ジ

オ
キ

ャ
ン

ペ
ー

ン
の

実
施

状
況

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

進
捗

報
告

書
等

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
プ

ロ
グ

ラ
ム

関
係

者
資

料
レ

ビ
ュ

ー
、

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
エ

イ
ズ

対
策

に
係

わ
る

協
力

隊
員

お
よ

び
無

償
資

金
協

力
（
供

与
機

材
）
と

の
連

携
状

況
各

種
報

告
書

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

等
資

料
レ

ビ
ュ

ー
、

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

新
た

な
外

部
条

件
の

有
無

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

専
門

家
派

遣
（
人

数
、

分
野

、
タ

イ
ミ

ン
グ

）

供
与

機
材

（
種

類
、

機
種

、
数

、
タ

イ
ミ

ン
グ

）

研
修

員
受

け
入

れ
（
人

数
、

研
修

内
容

、
タ

イ
ミ

ン
グ

）

C
/
P

配
置

（
人

数
、

分
野

、
タ

イ
ミ

ン
グ

）

活
用

さ
れ

な
か

っ
た

投
入

の
有

無

他
援

助
機

関
と

の
協

力
に

よ
る

援
助

効
果

の
発

現
状

況
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
事

業
進

捗
報

告
書

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

資
料

レ
ビ

ュ
ー

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
協

力
隊

お
よ

び
無

償
資

金
協

力
と

の
連

携
に

よ
る

効
果

の
発

現
状

況
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
事

業
進

捗
報

告
書

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

資
料

レ
ビ

ュ
ー

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

上
位

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

は
あ

る
か

。
社

会
経

済
的

要
因

、
社

会
文

化
的

要
因

等
の

状
況

の
動

向
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

政
策

面
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

に
政

策
的

な
支

援
が

持
続

す
る

か
。

当
該

分
野

に
お

け
る

政
府

方
針

と
今

後
の

計
画

財
政

面
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

に
財

政
的

な
支

援
が

持
続

す
る

か
。

エ
イ

ズ
対

策
に

係
る

今
後

の
予

算
計

画

N
A

S
C

O
P

 実
施

体
制

の
有

効
性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

事
業

進
捗

報
告

書
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
資

料
レ

ビ
ュ

ー
、

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

活
動

状
況

お
よ

び
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

N
A

S
C

O
P

、
日

本
人

専
門

家
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

今
後

の
活

動
計

画
（
他

援
助

機
関

支
援

に
よ

る
活

動
も

含
む

）
N

A
S
C

O
P

、
日

本
人

専
門

家
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

N
A

S
C

O
P

や
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
県

に
お

け
る

デ
ー

タ
収

集
・
分

析
と

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
評

価
能

力
N

A
S
C

O
P

に
よ

る
自

己
評

価
、

日
本

人
専

門
家

に
よ

る
評

価
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
養

成
し

た
ト

レ
ー

ナ
ー

の
定

着
度

と
能

力
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
事

業
進

捗
報

告
書

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
得

ら
れ

た
効

果
が

引
き

続
き

発
現

し
て

い
く
た

め
に

必
要

な
要

因

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
得

ら
れ

た
効

果
が

引
き

続
き

発
現

し
て

い
く
際

に
阻

害
要

因
と

な
る

も
の

持
続

的
効

果
の

発
現

要
因

と
阻

害
要

因
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

6
.イ

ン
パ

ク
ト

N
A

S
C

O
P

 は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

も
効

果
を

上
げ

る
活

動
を

実
施

す
る

に
足

る
組

織
能

力
が

あ
る

か
。

組
織

面

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
効

果
を

高
め

る
た

め
に

他
援

助
機

関
と

の
協

力
や

日
本

の
他

援
助

ス
キ

ー
ム

と
の

連
携

が
な

さ
れ

た
か

。

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

5
.効

率
性

　
4
.有

効
性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
予

測

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
と

の 因
果

関
係

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

の
費

用
対

効
果

上
位

目
標

「
H

IV
感

染
リ

ス
ク

に
対

す
る

人
々

の
行

動
が

変
容

す
る

」
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

3
年

～
5
年

で
見

込
め

る
か

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

に
よ

る
波

及
効

果
想

定
さ

れ
て

い
な

か
っ

た
正

負
の

影
響

は
あ

っ
た

か
。

政
策

、
法

律
･制

度
･基

準
等

の
整

備
、

ジ
ェ

ン
ダ

ー
・
人

権
・
貧

富
な

ど
社

会
・
文

化
的

側
面

、
技

術
面

で
の

変
革

、
対

象
社

会
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

・
受

益
者

な
ど

へ
の

経
済

的
影

響

Ｈ
ＩＶ

検
査

を
受

診
し

た
1
5
-
2
4
歳

の
若

者
の

増
加

数

技
術

面

資
料

レ
ビ

ュ
ー

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
エ

イ
ズ

関
連

政
策

、
政

府
関

係
者

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
産

出 活
動

と
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
と

の
因

果
関

係

活
動

か
ら

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

は
現

時
点

で
も

正
し

い
か

。
外

部
条

件
の

影
響

は
あ

っ
た

か
。

タ
イ

ミ
ン

グ
・
質

・
量

活
動

を
実

施
す

る
た

め
に

過
不

足
の

な
い

量
・
質

の
投

入
が

適
切

な
タ

イ
ミ

ン
グ

で
実

施
さ

れ
た

か
。

各
種

報
告

書
、

調
査

結
果

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

資
料

レ
ビ

ュ
ー

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
上

位
目

標
達

成
の

見
込

み

技
術

移
転

の
状

況
、

移
転

し
た

技
術

の
定

着
度

7
.自

立
発

展
性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

事
業

進
捗

報
告

書
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
資

料
レ

ビ
ュ

ー
、

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

資
料

レ
ビ

ュ
ー

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

時
（
2
0
0
9
年

6
月

）
ま

で
に

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
「
1
5
歳

～
2
4
歳

の
若

者
の

H
IV

検
査

数
が

増
加

す
る

」
の

達
成

度
合

い
は

い
か

ほ
ど

で
あ

る
か

。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

か
ら

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

は
現

在
に

お
い

て
も

正
し

い
か

。

資
料

レ
ビ

ュ
ー

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

日
本

人
専

門
家

、
C

/
P

住
民

に
よ

る
H

IV
感

染
リ

ス
ク

を
避

け
る

た
め

の
行

動
変

容
の

状
況

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

事
業

進
捗

報
告

書
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者

- 56 -



1, Mar Sun 14:55 Ms. Kita’s arrival in Nairobi (EK 719)  
2, Mar Mon 9:15 Interview with JICA Staff in Health and 

confirmation of the schedule(Mr. Takimoto) 
14:00 Interview with Japanese experts 

JICA 
 
NASCOP 

3, Mar Tue 9:00 Courtesy call to Head, NASCOP 
(Including explanation of evaluation outline) 

NASCOP 
NASCOP 

4, Mar Wed 9:00 Interviews with NASCOP Key 
counterparts(Ms.Carol, Janet, Dorcus, Rose)  

NASCOP 

5, Mar Thu 9:00 Interview with BBC-WST 
11:00 Interview with NASCOP CP(Mr. Mwalloh) 
14:00 Interview with NACC(Mr. Mutie,Mr. Malai) 
16:00 Interview with JICA Volunteer coordinator(Ms. 
Chiba) 

JICA 
JICA 
NASCOP 
JICA 
 

6, Mar Fri 8:00 Interview with PASCOs and DASCOs 
14:30 Dr. Bukusi, HCT manager, KNH 

JICA 
VCT at KNH 

7, Mar Sat Documentation  
8, Mar Sun Documentation  
9, Mar Mon 9:30 Internal meeting 

11:00 Courtesy call to PS, Public Health and Sanitation 
12;00 Interview with NASCOP staff(M&E) 
14:00 Interview with support staff of NASCOP 

JICA 
AFYA House 
Lenana House 
NASCOP 

10, Mar Tue 9:00 Meeting with Head of NASCOP 
PM  Internal meeting /Documentation 

NASCOP 
 

11, Mar Wed Internal meeting / Documentation 
PM Sending out draft report via e-mail to NASCOP 

 

12, Mar Thu 9:00 Explanation of evaluation report to NASCOP Key 
counterparts and getting feedback 

NASCOP 
 

13, Mar Fri AM Documentation 
14:00 JCC Meeting 
16:30 Report to Embassy of Japan 
17:30 Report to JICA 

 
AFYA House 
EoJ 
JICA 

14, Mar Sat 16:40 Ms. Kita’s leaving Nairobi(EK 720)  
 

３．調査日程 

 

３．調査日程 
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４．主要面談者 

【NASCOP 主要カウンターパート】 

 Dr. Nicoras Muraguri, Head-NASCOP 

 Dr. Ibrahim Mohammed , Head-NASCOP, MOMS 

 Ms. Carol Ngare, National VCT Coordinator  

 Ms. Janet Ogega, Programme Officer, VCT 

 Ms. Dorcas Kameta, Program Manager, Social Communication 

 Mr. James Mwalloh, Program Manager, Blood Safety 

 

【県・州の関係者】 

 Mr. David O Gekara, DASCO Nyamira  

 Dr. Toromo Kochei, PASCO South Rift Valley 

 Ms. Rosemary Nzinsii, DASCO Nakuru  

 Mr. Amos Kemei, DASCO Kericho 

 Mr. Ben Kitole, DASCO, Malindi 

 

【その他関係者】 

 Mr. Peter Mutie, Head, Communication, National AIDS Control Council 

 Dr. Bukusi, HCT manager, Kenyatta National Hospital 

 Mr. Jooerg Stahlhut, Country Director Kenya & Somalia, BBC-World Service Truest 

 Mr. Samuel Otieno Owino, Web Producer/Monitoring & Evaluation Officer, BBC-World Service 

Trust 

 

【日本側関係者】 

 高橋 嘉行 JICA ケニア事務所所長 

 瀧本 康平 JICA ケニア事務所保健担当所員 

 千葉 暁子 JICA ケニア事務所フィールド調整員 

 竹中 優子 「エイズ対策強化プロジェクト」専門家、チーフアドバイザー／M&E を主軸とした

保健行政強化 

 宮家 佐知子 「エイズ対策強化プロジェクト」専門家、業務調整／行動変容／教材作成 
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